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［議案］ 

第１号   「新型コロナウイルス感染症拡大防止に対応した学校運営ガイドラ

イン」の改訂について 

第２号   松本市博物館協議会委員の委嘱について 

 

［報告］ 

第１号   令和２年度子どもの権利相談室「こころの鈴」の実績について 

第２号   令和２年度における美術館の企画展等開催結果及び収蔵作品について 

第３号   令和２年度教育部各課事務事業報告について 

第４号   いじめ・体罰等の実態調査【２・３月分】の結果について 

第５号   不登校児童生徒の状況について 

第６号   令和３年度の学級編成等について 

第７号   指導上の措置について【非公開】 

第８号   図書館資料特別整理期間の設定について 

第９号   国宝旧開智学校校舎 防災計画の策定について【非公開】 

 

［周知］ 

１    第２１回松本手まり時計まつりの開催について 

２    令和３年度「博物館パスポート」の配布について 

 

［その他］ 



 

 

 

議案第 １ 号 

 

「新型コロナウイルス感染症拡大防止に対応した学校運営ガイドライン」の改訂について  

 

１ 趣旨 

国の「新型コロナウイルス感染症に対応した持続的な学校運営のためのガイドライ

ン」及び「基本的対処方針」の変更に伴い、本市の「臨時休業から登校再開に至るフ 

ローチャート」及び「新型コロナウイルス感染症拡大防止に対応した学校運営ガイドラ

イン」の改訂について協議するものです。 

 

２ 改訂内容 

⑴ 臨時休業から登校再開に至るフローチャート 

 ア 主な改訂内容 

児童生徒・学校職員が感染者と判断された場合において、該当校との接触ありの

ときの臨時休業日数の短縮 

 イ 改訂案 

   別紙１のとおり 

⑵ 新型コロナウイルス感染症拡大防止に対応した学校運営ガイドライン 

  ア 主な改訂内容 

   (ｱ) 「２ 基本的な感染症対策」において、健康観察、マスク着用、換気の詳細

な対応を追記 

(ｲ) 「３ 具体的な活動場面ごとの感染症予防対策」において、各教科の留意点

を追記 

(ｳ) 「４ 感染が広がった場合における対応」の「⑴ 臨時休業」において、次

の点を明記 

 ・児童生徒・教職員の感染が確認された際に直ちに臨時休業を行うのではなく、

学校内での活動状況を踏まえ、保健所に実施の必要性を相談した上で、設置者

が判断 

 ・学校の臨時休業を検討する場合、学習に著しい遅れが生じることのないように

するとともに学校と児童生徒との関係を継続することが重要。また、ウェブ会

議システム等を活用し、学びの継続に取り組むなど。 

(ｴ) 「８ その他出席停止等の扱いについて」において、感染の不安を理由に休

ませるケースで「出席停止・忌引等の日数」として扱う柔軟な取扱いについて

追記 

(ｵ) 「１１ り患者に対する差別・偏見について」の項目を追加 

  イ 改訂案 

    別紙２のとおり 

教育委員会資料 

３．４．２２ 

学校教育課 



「学都松本」 

一人ひとりが、あたりまえのことをこつこつと続けて、かけがえのないいのち、生きいきとかがやくように… 

●わたしは  こころをみがき、からだを使おう 
●あなたに  あいさつをしよう 
●このまちを きれいにしよう 

３ 参考資料 

 ⑴ 新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の変更について 

             文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課・・・資料１ 

 ⑵ 新型コロナウイルス感染症に対応した持続的な学校運営のためのガイドライン 

                         文部科学事務次官・・・資料２ 

 ⑶ 「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～「学 

校の新しい生活様式」～(2020.12.3 Ver.5）」・・・・・・・・・・・・・・資料３ 

⑷ 長野県新型コロナウイルス感染症・感染警戒レベル(2021.1.8)   

                 新型コロナウイルス感染症対策室・・・資料４ 

 

４ その他 

改訂後、学校に周知するとともに、ホームページに掲載します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当  
学校教育課  課 長 塚田 雅宏 
学校支援ｾﾝﾀｰ ｾﾝﾀｰ長 髙野 毅 
電話 ３３－４３９７ 



再改訂 臨時休業から登校再開に至るフローチャート【発生→臨時休業→分散登校→学校再開までの流れ】                    別紙１ 
                                                      （令和 3 年 4 月 日改訂） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                         ＊２、３ 
 
                    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊１ 該当地域校以外の学校の対応は、短縮日課分散登校を行うかを含め、別途協議する。 
＊２ 保健所の調査や学校医の助言等により、感染者の学校内での活動の状況や地域の感染拡大の状況を踏まえ、学校内で感染が広がっている可能性について検討

する。 
＊３ 学校内の感染の広がりに応じて、学校の全部又は一部の臨時休業を行い、学校再開へのプロセスを判断する。 
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該当児童生徒・学校職員は濃厚接触者である同居者の非感染が確認されるまで出席停止 

通常登校 
濃厚接触者の出席停止期間は感染者と最後に濃厚接触した日から起算して 2 週間または、保健所

の示す期間 
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＊１ 



                          別紙２ 

学校における集団感染のリスクへの対応    

「新型コロナウイルス感染症拡大防止に対応した学校運営ガイドライン」 

＊色付きの箇所が昨年度からの修正点 

令和３年４月 日改訂 

 松本市教育委員会 

 

 松本市内の小中学校は、感染リスクを低減させつつ、可能な限り授業や部活動、各種行事等の教

育活動を行い、子どもの学びを最大限保障することを継続して最重要項目とします。 

 この方針の下で、各学校においては、以下に掲げるガイドライン及び「学校における新型コロナウ

イルス感染症に関する衛生管理マニュアル～「学校の新しい生活様式」～（文部科学省 2020．

12.3Ver.5）及び「新型コロナウイルス感染症に対応した持続的な学校運営のためのガイドライン」

（文部科学省 2021．2．19）」を踏まえて教育活動を進めるものとします。また、本ガイドラインは、

今後の状況の変化に応じて必要な見直しを行います。なお、本文中記載の感染レベルは県の感染警

戒レベル（令和 3 年 1月 8 日発表）に基づくものです。 

 

１ 基本的共通事項 

⑴ 感染源、感染経路を絶つ。（２－⑴⑵⑶⑷） 

⑵  「換気の悪い密閉空間」「多数が集まる密集場所」「間近で会話や発声する密接場面」のいわ

ゆる３つの条件を避ける。（２－⑸⑹⑺） 

 

２ 基本的な感染症対策 

⑴ 健康観察の徹底 

ア 家庭において検温、健康観察を行い、発熱や息苦しさ、強いだるさ等の症状がある児童生

徒、教職員は登校（出勤）しないこと。 

イ 登校後の体調変化時は必ず検温すること。 

ウ 健康観察カードは毎日確認し、＊1未記入や未提出の児童生徒は検温、体調確認をすること。

発熱や息苦しさ、強いだるさ等の症状がみられる場合は家庭に連絡し、休養をお願いするこ

と。 

＊１未記入や未提出の場合は、教職員が検温、風邪症状等を確認し、健康状態等に問題がある

場合のみ保護者へ連絡し、自宅療養させる。 

⑵ 手洗い・水分補給・うがいの徹底  

登校後、始業前、休み時間後、給食前、清掃後、用具や物品等共用したものを使用した後など、

30 秒程度石鹸を使い丁寧に行うこと。また、こまめな水分補給やうがいなどを行うなどの工夫を

行う。（咽頭へのウイルスの付着を洗い流すため） 

⑶ 清掃・消毒の徹底 



消毒は、感染源であるウイルスを死滅させ、減少させる効果はありますが、学校生活の中で消

毒によりウイルスをすべて死滅させることは困難である。従って、一時的な消毒の効果を期待す

るよりも、清掃により清潔な空間を保ち、健康的な生活により児童生徒等の免疫力を高め、手洗

いを徹底することの方が重要である。 

このため、下記の「３⑶ 普段の清掃・消毒のポイント」を参考としつつ、通常の清掃活動の

中にポイントを絞って消毒の効果を取り入れるようにする。 

また、上記に加えて清掃活動とは別に、消毒作業を別途行う場合、消毒用エタノールや次亜塩

素酸ソーダ（ナトリウム）・経済産業省の示す新型コロナウイルスに有効な界面活性剤の含まれ

ている製品等によるふき取りを負担のない範囲で行うこと。  

⑷ 咳エチケットの徹底 

学校教育活動においては、近距離での会話や発声等が必要な場面があることから、飛沫を飛ば

さないよう、児童生徒等及び教職員、来校者は基本的にマスクを着用する。 

ただし、次の場合マスク着用の必要はない。 

  ア 十分な身体的距離が確保できる場合 

  イ 熱中症などの健康被害が発生する可能性が高いと判断される場合 

  ウ 体育の授業  

注 体育の授業におけるマスクの着用については必要ないが、軽度な運動を行う場合や児童生

徒がマスクの着用を希望する場合は、マスクの着用を否定するものではない。また、十分な

身体的距離がとれない状況で、十分な呼吸ができなくなるリスクや熱中症によるリスクが

ない場合には、マスクを着用する。 

文部科学省の事務連絡「学校の体育の授業におけるマスク着用の必要性について」（令和

２年５月 21 日）より。 

⑸ 換気の徹底   

教室２方向の窓を常時 10 ㎝から 20 ㎝程度開けること。開放できない場合でも 30 分に１回以

上換気すること。エアコン使用時も換気は必要。また、扇風機の併用も有効である。なお、冬季

も、気候上可能な限り常時換気に努める。そのため室温低下が予想されるが、室温低下による健

康被害が生じないよう、児童生徒に暖かい服装を心がけるよう指導し、学校内での保温・防寒目

的の衣服の着用について柔軟に対応する。 

⑹ 教室における密集回避の徹底 

児童生徒の座席の間隔は可能な限り広くとり、基本形は対面とならないようにする。（対面が必

要な場面は短時間行うことも可とする） 

⑺ 集会における密集回避の徹底  

人との間隔は、できるだけ２ｍ（最低１ｍ）空けること。各種集会を行う場合は、これを基準

とし、できる限り短時間で行うこと。 

 

 



 

３ 具体的な活動場面ごとの感染症予防対策 

⑴ 各教科等について 

各教科における「感染症対策を講じてもなお感染のリスクが高い学習活動」として、以下のよ

うな活動が挙げられる（「★」はこの中でも特にリスクの高いもの）。 

★ 各教科等に共通の活動として「児童生徒が長時間、近距離で対面形式となるグループワー 

ク等」及び「近距離で一斉に大きな声で話す活動」 

〇 理科における「児童生徒同士が近距離で活動する実験や観察」 

★ 音楽における「室内で児童生徒が近距離で行う合唱及びリコーダーや鍵盤ハーモニカ等の管

楽器演奏」 

 ・ 合唱している児童生徒同士の間隔や、指導者・伴奏者と児童生徒との間隔、発表者と聴い

ている児童生徒等の間隔は、マスクを着用している場合であっても、前後方向及び左右方向

ともにできるだけ２ｍ（最低１ｍ）空ける 。 

 ・ 立っている児童生徒の飛沫が座っている児童生徒の顔へ付着する飛沫感染のリスクを避

けるため、立っている児童生徒と座っている児童生徒が混在しないようにする。 

 ・ 連続した練習時間はできる限り短くする。常時換気を原則とし、窓等を対角方向に開け、

十分に換気を行う。飛沫感染に留意し、近距離での大声を徹底的に避ける。 

〇 図画工作、美術、工芸における「児童生徒同士が近距離で活動する共同制作等の表現や鑑賞 

の活動」 

★ 家庭、技術・家庭における「児童生徒同士が近距離で活動する調理実習」 

★ 体育、保健体育における「児童生徒が密集する運動」や「近距離で組み合ったり接触したり

する運動」 

【感染レベル４以上】 

上記の活動は、感染レベルに応じて、感染症対策を強化し、制限することを検討する。すな

わち、これらの活動における、児童生徒の「接触」「密集」「近距離での活動」「向かい合って

の発声」について、可能なものは避け、一定の距離を保ち、同じ方向を向くようにし、また回

数や時間を絞るなどして実施すること。 

この場合にも、（★）を付した活動については特にリスクが高いことから、実施について慎

重に検討する。 

（実施時の留意事項） 

・ できるだけ個人の教材教具を使用し、児童生徒同士の貸し借りはしないこと。 

・ 器具や用具を共用で使用する場合は、使用前後手洗いを行わせること。 

・ 体育の授業に関し、医療的ケア児及び基礎疾患児の場合や、保護者から感染の不安により 

授業への参加を控えたい旨の相談があった場合等は、授業への参加を強制せずに、児童生徒や

保護者の意向を尊重すること。 

・ 体育の授業は、地域の感染状況にもよるが、可能な限り屋外で実施すること。ただし気温が



高い日などは、熱中症に注意すること。体育館など屋内で実施する必要がある場合は、特に呼

気が激しくなるような運動は避けること。 

【感染レベル１～３】 

上記の「感染症対策を講じてもなお感染のリスクが高い学習活動」については、換気、身体

的距離の確保や手洗いなど感染症対策を行った上で実施することを検討する。その際には、感

染レベル４以上における留意事項も可能な範囲で参照すること。 

  【その他】 

水泳については、別添資料３の事務連絡（「今年度における学校の水泳授業の取扱いについ

て」（令和２年５月 22 日））に基づき、更衣も含めて、密集・密接の場面を避けるなど、感染

リスクを下げる対策を講じた上で、実施できるものとする。 

 ⑵ 給食等の食事をとる場面について 

児童生徒等全員の食事の前後の手洗いを徹底。食べる際には、飛沫を飛ばさないよう、例えば、

机を向かい合わせにしない、または大声での会話を控えるなどの対応が必要である。また、感染

状況に応じて、簡易給食を検討する。 

⑶ 普段の清掃・消毒のポイント 

清掃活動は、学校内の環境衛生を保つ上で重要である一方で、共同作業を行うことが多く、ま

た共用の用具等を用いるため、換気のよい状況で、マスクをした上で行うようにする。掃除が終

わった後は、必ず石けんを使用して手洗いを行うようにする。 

・ 清掃用具の劣化や衛生状態及び適切な道具がそろっているかを確認するとともに、使用する

家庭用洗剤や消毒液については新型コロナウイルスに対する有効性と使用方法を確認する。 

・ 床は、通常の清掃活動の範囲で対応し、特別な消毒作業の必要はない。 

・ 机、椅子についても、特別な消毒作業は必要ないが、衛生環境を良好に保つ観点から、清掃

活動において、家庭用洗剤等を用いた拭き掃除を行うことも考えられる。 

・ 大勢がよく手を触れる箇所（ドアノブ、手すり、スイッチなど）は１日に１回、水拭きした

後、消毒液を浸した布巾やペーパータオルで拭く。また、机、椅子と同じく、清掃活動におい

て、家庭用洗剤等を用いた拭き掃除を行うことでこれに代替することも可能である。 

・ トイレや洗面所は、家庭用洗剤を用いて通常の清掃活動の範囲で清掃を行う。 

・ 器具・用具や清掃道具など共用する物については、使用の都度消毒を行わなくてよい。ただ

し、使用前後に必ず手洗いを行うよう指導する。 

 ⑷ 休み時間 

休み時間中の児童生徒の行動には、教員の目が必ずしも届かないことから、児童生徒本人に感

染症対策の考え方を十分理解させるとともに、地域の感染状況及び学校の状況に応じて、休み時

間中の行動についての必要なルールを設定することなども含めて指導の工夫をする。 

【感染レベル４以上】 

トイレ休憩については、混雑しないよう動線を示して実施。また、廊下で滞留しないよう、

私語を慎むなどの指導の工夫が必要である。 



 

 ⑸ 登下校 

登下校時には、上記の「休み時間」と同様、教員の目が届きづらいことに加えて、特に交通機

関やスクールバスへの乗車中は、状況によっては「３つの密」が生じうることを踏まえ、以下の

ような工夫や指導が必要である。 

ア 登下校時については、校門や玄関口等で密集が起こらないよう登下校時間帯を分散させる。 

イ 集団登下校を行う場合も、密接にならないよう指導する。 

ウ 夏期の気温・湿度が高い中でマスクを着用すると、熱中症のリスクが高くなるおそれがあ

る。熱中症も命に関わる危険があることを踏まえ、熱中症への対応を優先すること。このため

人と十分な距離を確保できる場合には、マスクを外すよう指導する。 

エ 公共交通機関をやむを得ず利用する場合には、マスクを着用。降車後はできるだけ速やかに

手を洗う、顔をできるだけ触らない、触った場合は顔を洗うなどして、接触感染対策などの基

本的対策を行うほか、可能であれば乗客が少ない時間帯に利用できるようにするなどの配慮

を検討する。 

 ⑹ 修学旅行について 

ア 修学旅行の実施については、感染防止を最優先とし、３つの条件が重なることのないよう、

学校において適切に判断する。教育的意義や児童生徒の心情にも配慮し、可能な限り中止では

なく延期扱いとすることを検討する。 

イ 実施の可否判断については、実施日の２週間前(以降も含む)に、松本圏域が感染レベル４以

上の場合は中止。目的地（市町村を中心としたエリア）が＊２感染レベル４（相当）以上の場合

は、目的地の変更または中止。移動経過地のレベルはその場所で降りなければ判断に入れな

い。できる限り目的地の変更の無いよう、目的地については十分に吟味し検討する。 

＊２感染レベル４（相当）は県の示す「圏域の感染警戒レベルの引き上げ基準」（令和 3年 1 月 8

日発表）に準じる。 

 ⑺ 各種依頼について 

外部講師、ボランティア等外部の依頼を受ける場合、依頼者が感染レベル４（相当）を上回っ

た都道府県や市町村から来た場合は受け入れない。 

なお、教育実習については、実習生が直近２週間以上松本市近郊に居住し、その間、感染レベ

ル４（相当）を上回った地域に往来せず、かつ２週間以上健康状態が良好な場合のみ受け入れる

こととする。 

 

４ 感染が広がった場合における対応 

⑴ 臨時休業 

次のいずれかの場合、直ちに臨時休業を行うのではなく、感染者の学校内での活動状況を踏ま 

え、保健所に臨時休業の実施の必要性について相談し、学級単位、学年単位又は学校全体の臨時

休業を設置者が判断する。 



ア 児童生徒に新型コロナウイルス感染症の陽性が確認された場合 

イ 教職員に新型コロナウイルス感染症の陽性が確認された場合 

ウ 国の緊急事態宣言を受け、県知事又は市の対策本部長から臨時休業の要請があった場合 

ただし、ア・イにおいて、陽性者と該当校との接触がないと判断できる場合、臨時休業を行わ

ないこともある。また、濃厚接触者が保健所から特定され、校内の消毒等が終了した場合は専門

機関と相談し、学校を再開できる。 

⑵ 分散登校 

次のいずれかの場合、分散登校とすることもできる。 

ア 臨時休業後 

イ 国の緊急事態宣言を受け、県知事又は市の対策本部長から臨時休業の要請があった場合、該

当地域外の学校 

  【参考】 

学校の全部または一部の臨時休業を行う必要があるかどうかについては、設置者が、保健所

の調査や学校医の助言等を踏まえて検討し判断する。学校内で感染が広がっている可能性が

高い場合などには、その感染が広がっているおそれの範囲に応じて、学級単位、学年単位又は

学校全体を臨時休業とすることが考えられる。（学校における新型コロナウイルス感染症に関

する衛生管理マニュアル 2020.12.3 Ver.5 第４章３⑴④）に従い、別紙：臨時休業から登校

再開に至るフローチャートに沿って判断する。 

⑶ 臨時休業時及び学級閉鎖時の学習指導 

   学習に著しい遅れが生じることのないようにするとともに、規則正しい生活習慣を維持し学校 

と児童生徒との関係を継続することが重要である。 

  ア 同時双方向型のウェブ会議システムを活用するなどして、指導計画等を踏まえた教師による 

学習指導と学習把握を行うことが重要である。なお、緊急時に備え、平常時にも同時双方向型 

のウェブ会議システムを活用することを推進していく。 

  イ 学習状況や成果を学校が把握するため、登校日の設定、家庭訪問の実施、電話や電子メール 

等を活用することが重要である。 

  ウ 課題を配信する際には、児童生徒の発達の段階や学習状況も踏まえ、適切な内容や量となる 

ように留意する。 

  エ 臨時休業期間においても学びの継続ができるよう、学びの継続計画を作成する。 

⑷ 対応マニュアルの整備 

   校内で感染が広がった際の学校対応マニュアルを各校で作成する。 

 

５ 感染が確認されていないが症状がある場合の対応 

⑴ 次のいずれかの場合、出席停止とする。（欠席ではない） 

ア 児童生徒等に風邪の症状や発熱がある場合 

イ 児童生徒等に倦怠感や息苦しさ（呼吸困難）がある場合 



ウ 上記以外にあって、保護者が出席させることに不安を感じた場合 

⑵ 教職員においては上記⑴ア・イの場合、出勤しない。 

⑶ 症状がなくなるまでは自宅で休養する。 

 

６ 濃厚接触者への対応 

児童生徒が感染者の＊３濃厚接触者に特定された場合は、その後陰性が判断されたとしても、感染 

者と最後に濃厚接触した翌日から２週間、または、保健所の示す期間出席停止とする。休業期間中

にあっては自宅待機とする。 

＊３濃厚接触者 ① 患者（確定例）と同居あるいは長時間の接触があった者 
 ② 適切な感染防護なしに患者（確定例）を診察、看護若しくは介護していた者 

 ③ 患者（確定例）の気道分泌物もしくは体液等の汚染物質に直接触れた可能性が 
高い者 

 ④ 手で触れることの出来る距離（目安として１ｍ）で、必要な感染予防策なしで、 
「患者（確定例）」と 15分以上の接触があった者 

 

６-２ 接触者への対応 

児童生徒が感染者の＊４接触者に特定された場合は、その状況について学校に連絡をするよう依

頼する。また、保護者からの申し出により、登校を見合わせる場合は、出席停止として扱う。 

接触者及び感染疑いにより PCR 検査を受ける場合、非感染が確認されるまで、学校関係者は出席停
止となる。（陰性が判断された場合は、次の日から登校ができる） 

＊４接触者  保健所の疫学調査により感染者と接触の度合いが濃厚接触者に当たらないが、必要に 

応じて検査・健康観察が必要と保健所が認めた者 
 

７ 医療的ケアが日常的に必要な児童生徒等や基礎疾患等のある児童生徒について 

医療的ケアが日常的に必要な児童生徒、あるいは糖尿病、心不全、呼吸器疾患等の基礎疾患のあ 

る児童生徒、その他重症化するリスクが高い児童生徒は、主治医と相談の上、個別に登校の判断を

する。欠席する場合は、「出席停止」とする。 

 

８ その他出席停止等の扱いについて 

⑴ 保護者から感染が不安で休ませたいと相談のあった児童生徒等については、生活圏において

感染経路が不明な患者が急激に増えている地域で、同居家族に高齢者や基礎疾患がある者がい

るなどの事情があって、他に手段がない場合など、合理的な理由があると校長が判断する場合

には、指導要録上「出席停止・忌引等の日数」として記録し、欠席とはしないなどの柔軟な取

扱いも可能である。その判断に当たっては，特に小中学生は就学義務も踏まえ、児童生徒の学

びが保障されるよう配慮すること。 

⑵ 松本市及び松本圏域が感染レベル４以上に指定された場合 

ア 同居の家族に発熱等の風邪の症状がみられるときには、児童生徒の出席停止の措置を取る。 

イ 児童生徒が発熱等の風邪症状で早退する場合、早退者の兄弟の状況を学校間でも連絡し合

い、早退者の兄弟も早退させるものとする。 



９ 海外及び県外に滞在歴のある児童生徒等の対応について 

⑴ 海外 

政府の水際対策の取組みとして一定期間自宅等での待機の要請の対象となっている者は，当該 

待機の期間を経ていることを確認した上で、健康状態に問題がなければ登校させて構わない。 

⑵ 県外 

県の基本的対処方針により対応する。 

 

10 週休日の土曜日の扱いについて 

  補充のための授業を行う時数を確保するために、週休日の土曜日に授業を行うことも可能であ

る。なお、週休日の土曜日に授業を行う場合には、教職員の勤務日及び勤務時間について、各地

方公共団体の条例に則り、適切に振替を行うことが必要となる。 

 

11 罹患者に対する差別・偏見について 

学校関係者に感染が確認された場合には、感染者や濃厚接触者である児童生徒等が、差別・偏

見・いじめ・誹謗中傷などの対象にならぬよう、十分な配慮・注意が必要である。起こってから

ではなく、起こる前に指導を行うことが重要であることから、年 1 回は差別・偏見について考え

る授業を行うものとする。 

 

 

 

 





















































































































































教育委員会資料 

３．４．２２ 

博 物 館 

議案第 ２ 号 

 

 

松本市博物館協議会委員の委嘱について 

 

 

１ 趣旨 

  松本市博物館協議会委員の交替に伴い、後任委員を委嘱することについて協議するもの

です。 

 

２ 退任者 

  徳武 由和（松本市校長会・松本市立四賀小学校長） 

 

３ 委嘱者 

  大槻 久 （松本市校長会・松本市立開明小学校長） 

 

４ 委員名簿 

  裏面のとおり 

 

５ 任期 

  令和３年４月１日から令和４年１０月３１日まで（前任者の残任期間） 

 

６ 根拠条例 

  松本市立博物館条例第１１条 

  【博物館協議会】 

博物館法第２０条により公立博物館に置くことができ、博物館の運営に関し館長の諮

問に応ずるとともに、館長に対して意見を述べる機関 

 

７ その他 

  委嘱状は、今年度開催の第 1 回博物館協議会において交付します。 

  

 

 

 

担当 博物館 

館長 木下 守 

電話 ３２－０１３３ 



役職 氏　　名 性別 所属団体・役職等 区　　分

委員 大 槻
おおつき

久
ひさし

男 松本市立開明小学校長 学校教育関係者

委員 川 舩
かわふね

義 嗣
よしつぐ

男 松本まるごと博物館友の会 会長 社会教育関係者

委員 百 瀬
ももせ

英 昭
ひであき

男 市民学芸員の会　会長 社会教育関係者

委員 村 井
むらい

博 子
ひろこ

女
特定非営利活動法人
中信多文化共生ネットワーク

家庭教育の向上に
資する活動を行う者

委員 笹 本
ささもと

正 治
しょうじ

男 長野県立歴史館　館長 有識者

委員 山 根
やまね

宏 文
ひろふみ

男
松本大学　総合経営学部
観光ホスピタリティ学科　教授

有識者

委員 米 山
よねやま

文 香
ふみか

女 松本市文化財審議委員会委員 有識者

委員 山 本
やまもと

宏 紀
ひろき

男 公募による市民

委員 小 林
こばやし

磨 史
まふみ

男
松本ホテル旅館協同組合理事長
ホテルニューステーション代表取締
役

教育委員会が必要と
認める者

（観光関係者）

※ 任期は令和2年11月1日から令和4年10月3１日まで。ただし、任期中に委員の交替が

あった場合、後任者は前任者の残任期間とする。

※ 区分欄には、松本市立博物館条例第１１条第３項による区分を示す。

松本市博物館協議会委員名簿



 

 

 

報告第 １ 号 

 

令和２年度子どもの権利相談室「こころの鈴」の実績について 

 

１ 趣旨 

  子どもの権利侵害に対して、速やかで効果的な救済及び回復を図るため、子どもの権

利に関する条例施行規則第１２条の規定に基づき設置している、子どもの権利相談室「こ

ころの鈴」の相談状況等について報告するものです。 

 

２ 経過 

  ２５． ４ 松本市子どもの権利に関する条例施行 

７ 子どもの権利相談室「こころの鈴」開設 

１２ 市内小・中学校及び高校へのこころの鈴通信の配布を開始 

２７． ４ 相談室に室長を配置、土曜日の相談日を増設 

      相談室カードにより、市内小・中学校及び高校への訪問ＰＲを開始 

２８． ８ 市内児童館・児童センターでの出前学習会を開始 

２９． ４ 子どもの権利擁護委員(教育分野)を１名増員 

 元 ． ６ 学校外のスポーツ・文化活動についてのアンケート調査結果報告書作成 

 

３ 相談室の概要 

⑴ 相談日   月曜日から木曜日及び土曜日 １３時から１８時まで 

        金曜日           １３時から２０時まで 

⑵ 相談方法  電話、メール、面談等（必要に応じ、出張相談も実施） 

⑶ 職員体制  子どもの権利擁護委員 ３名（弁護士、大学教授、元小中学校長） 

子どもの権利相談室 相談室長  １名 

         子どもの権利相談室 調査相談員 ３名 

 

４ 相談件数等 

⑴ 相談件数等                         （単位：件） 

 
相談件数 相談者数（単位：人） 相談方法 

実数 延べ 子 ど も 大人 不明 計 電話 メ ー ル 面談 手紙 計 

30 年度 161 695 326 405 7 738 317 164 214 0 695 

元年度 176 473 297 223 5 525 307 61 104 1 473 

２年度 205 408 246 167 27 440 256 48 104 0 408 

 ※ 相談件数と相談者数の差は、１件の相談に複数で訪れることなどがあるためです。 

⑵ 相談内容（延べ）                        （単位：件） 

 
い じめ 不 登 校 

心 身の 

悩  み 

交友 

関係 

教 職 員 

の 対応 

学 校 の 

対  応 

家族 

関係 
子 育て 虐待 そ の 他 計 

30 年度 9 58 118 63 36 5 149 23 10 224 695 

元年度 5 36 77 108 58 11 47 11 6 114 473 

2 年度 6 31 88 68 67 2 42 19 3 82 408 

教育委員会資料 
３．４．２２ 
こ ど も 部 



５ 普及・啓発活動 

 学校訪問 
児童館・児童センター

出前学習会 

こころの鈴通信

配布 

30 年度 － 4 館 4 回 

元年度 
中学校 21校、特別支援学校 4

校、私立学校 2校 

児童館・児童センター

12 館、出前学習会 4 件 
4 回 

2 年度 高等学校・中等教育学校 13 校 
児童センター・放課後

児童クラブ 10館 14 回 
4 回 

 

６ 今後の進め方 

  引き続き、子どもの心に寄り添った相談対応に努めるとともに、市内小・中学校及び

高校、児童館・児童センター等への普及・啓発活動を行いながら、教育委員会と連携して

子どもの権利擁護に取り組みます。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

子どもたちに笑顔を、子どもたちから笑顔を、そして子どもたちと笑顔に 

 

担当 こども育成課 
課長  西村 宏美 
電話 ３４－３２９１ 



実数 延べ
H30 161 695
R1 176 473
R2 205 408

平成30年度・令和元年度・令和2年度　相談状況 (令和3年3月31日　現在)

●相談件数
年度
(H30.4～H31.3)
（H31.4～R2.3)
（R2.4～R3.3)

●月別相談件数(実数）

●月別相談件数（延べ）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
H30 25 75 54 77 69 82 70 51 51 49 42 50
R1 34 52 27 35 47 56 33 40 38 34 35 42
R2 23 25 36 24 9 43 40 34 37 40 65 32
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
H30 17 27 15 4 13 18 12 6 14 17 6 12
R1 15 38 15 9 11 22 8 18 8 11 10 11
R2 14 5 17 13 3 31 26 25 23 15 25 8
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年度 小学生 中学生 高校生 大人 不明 計
H30 69 37 220 405 7 738
R1 117 67 113 223 5 525
R2 132 29 85 167 27 440

年度 電話 メール 面接 その他 計
H30 317 164 214 0 695
R1 307 61 104 1 473 ※令和元年度「その他1件」は手紙相談
R2 256 48 104 0 408

●相談者数(延べ)

●相談方法(延べ)

小学生

9%

22%

30%

中学生

5%

13%

7%

高校生

30%

22%

19%

大人

55%

42%

38%

不明

1%

1%

6%

【凡例】

H30

R1

R2

電話

46%

65%

63%

メール

24%

13%

12%

面接

31%

22%

25%

その他

0%

0%

0%

【凡例】

H30

R1

R2



●相談内容(実数)
年度 いじめ 不登校 心身の悩み 交友関係 教職員の対応 学校の対応 家族関係の悩み 子育て 虐待 学習・進路 性の悩み その他機関 その他 不明 計
H30 7 17 24 29 16 1 19 11 3 4 0 3 22 5 161
R1 4 17 17 50 25 2 19 3 3 8 0 3 22 3 176
R2 6 12 22 50 16 1 28 9 2 22 3 4 25 5 205

●相談内容(延べ)
年度 いじめ 不登校 心身の悩み 交友関係 教職員の対応 学校の対応 家族関係の悩み 子育て 虐待 学習・進路 性の悩み その他機関 その他 不明 計
H30 9 58 118 63 36 5 149 23 10 124 0 9 86 5 695
R1 5 36 77 108 58 11 47 11 6 37 0 11 60 6 473
R2 6 31 88 68 67 2 42 19 3 33 3 6 34 6 408
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報告第 ２ 号 

 

令和２年度における美術館の企画展等開催結果及び収蔵作品について 

 

１ 趣旨 

令和２年度に開催した美術館の企画展等の開催結果と収蔵した作品について報告する

ものです。 

 

２ 企画展等の開催結果について 

 ⑴ 柚木沙弥郎のいま 

  ア 会  期  ５月２６日（火）～７月１２日（日） 

  イ 開催日数  ４２日間 

  ウ 観覧者数  ６，８４０人（目標：１１，０００人、達成率６２．２％） 

  エ 一日平均  １６３人 

  ※ 新型コロナウイルス感染症の影響により５月２５日まで臨時休館。当初の会期

（4/18～6/7）を変更して開催。また、５月２６日から３１日までの間、事前予約制

にて公開 

 ⑵ よみがえる正倉院宝物 

   新型コロナウイルス感染症の影響により開催中止 

 ⑶ みんなのミュシャ 

  ア 会  期  ９月１９日（土）～１１月２９日(日) 

  イ 開催日数  ６４日 

  ウ 観覧者数  ４０，２８０人(目標：４０，０００人、達成率：１００．７％） 

  エ 一日平均  ６２９人 

 ⑷ “come to matsumoto”キャンペーンによる無料開館 

  ア 実施期間  令和３年３月２日（火）～３月３１日（水） 

  イ 開館日数  ２６日 

  ウ 来場者数  １７，６４８人（平成３１年同月比：８０％増） 

  エ 一日平均  ６７９人 

 

３ 収蔵作品について 

 ⑴ 作品概要 

  ア 購入作品 ５作品（２作家） 

〈作 家〉 〈作 品〉 〈制作年・技法・寸法〉 

三代澤 本寿 

（1909～2002 年） 

潮
うしお

 
1970 年、型染・強製紙 

200.0×222.0cm 

絹
きぬ

の道
みち

の枝垂
し だ れ

桑
くわ

 
1992 年、型染・強製紙 

186.0×159.0cm 

〈作家備考〉 

三代澤本寿は松本市出身の染色家で、民藝運動を通じて戦後の松本の復興を後押しした。 

〈作品備考〉 

１９７０年前後から積極的に海外へ取材旅行に出かけ、《潮》は台湾への旅行の翌年に制

作された。《絹の道の枝垂桑》はシルクロードへの取材を続けた成果のひとつ。いずれも国

展出品作で、三代澤の中期と晩年の代表作である。 

教育委員会資料 

３．４．２２ 

文 化 観 光 部 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈作 家〉 〈作 品〉 〈制作年・技法・寸法〉 

柚木 沙弥郎 

（1922 年～） 

木
こ

もれ陽
び

 
2019 年、型染・木綿 

226.0×173.0cm 

無題
む だ い

2019 
2019 年型染・木綿 

198.0×173.0 

いのちの樹
き

 
2018 年、型染・絹 

240.0×128.0cm 

〈作家備考〉 

柚木沙弥郎は旧制松本高校の卒業生。現役の染色家であり、絵画やデザイン、立体造形

など芸術活動は幅広い。 

〈作品備考〉 

ユニークな造形の３作品は、２０２０年に松本市美術館で開催した展覧会「柚木沙弥郎

のいま」でも好評だった大型の染色作品。《いのちの樹》は NHK「日曜美術館」で制作過程

が紹介された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《潮》 《絹の道の枝垂桑》 

《無題 2019》 

《木もれ陽》 《いのちの樹》 



  イ 寄贈作品 ２作品（２作家） 

〈作 家〉 〈作 品〉 〈制作年・技法・寸法〉 

柚木 沙弥郎 

（1922 年～） 鳥 獣
ちょうじゅう

戯画
ぎ が

 
2019 年、水彩・アルシュ紙 

114.0×1,193.0cm 

〈作家備考〉 

柚木は、７０歳を過ぎてから、絵本の挿絵や版画、コラージュなど多彩な表現活動を続

けている。 

〈作品備考〉 

本作は、神奈川県立近代美術館葉山館で発表された、「鳥獣人物戯画」（国宝・高山寺蔵）

のオマージュ作品のうちの１点。現代絵巻として見ごたえのある大作である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈作 家〉 〈作 品〉 〈制作年・技法・寸法〉 

棟方 志功 

（1903～1975 年） 

倭
やまと

絵
え

 千手観音
せんじゅかんのん

 

杉
さん

饍
ぜん

井戸
い ど

縁起図
え ん ぎ ず

 

1961 年、紙本着色 

60.0×29.3cm 

〈作家備考〉 

棟方志功は青森県出身の版画家。戦後の美術界にあってヴェネツィア・ビエンナーレ国

際版画大賞（１９５６年）を受賞するなど国際的評価が高く、２０世紀の美術を代表する

巨匠の一人である。 

〈作品備考〉 

本作は、松本市の徳運寺を訪れた折に描かれたとされる。太い線から素早い筆跡で描か

れた棟方志功の肉筆画（倭絵）の特徴が顕著にあらわれた当地ゆかりの作品である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《鳥獣戯画》 

《倭絵 千手観音杉饍井戸縁起図》 



  ウ 移管作品 ２作品（１作家） 

〈作 家〉 〈作 品〉 〈制作年・技法・寸法〉 

仙石 翠淵 

（1801～1885 年） 

埴原
はいばら

学校
がっこう

絵図
え ず

 
1882 年、紙本着色 

165.0×117.0cm 

埴原
はいばら

村
むら

田植
た う え

図
ず

 
1882 年、紙本着色 

165.0×117.0cm 

〈作家備考〉 

仙石翠淵は、現在の松本市中山に生まれ、江戸末期から明治初年にかけて独学で絵画描

法を学んだ。当時の地方画家としては珍しく西洋画を取り入れた絵を描いており、郷土の

美術史において重要な作家である。 

〈作品備考〉 

本作は、松本市合併前の旧中山村時代に、作家遺族が中山小学校に寄贈したもの。太陽

光が当たるなど保存環境が悪いことから作家遺族より美術館での保存の希望があり、２０

０７年度に学校長から寄託の申し出を受け、２００８年１月１日付で寄託を受け入れたも

の。埴原村の風景が描かれており、郷土の美術史において重要な作品である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ その他 

   新収蔵作品は、大規模改修後に展示機会を捉えて市民へお披露目します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「学都松本へ」 

 
一人ひとりが あたりまえのことをこつこつと続けて かけがえのないいのち 生きいきとかがやくように… 

●わたしは  こころをみがき、からだを使おう 
●あなたに  あいさつをしよう 
●このまちを きれいにしよう 
 

担 当 美術館 
副館長 堀 洋一 
電 話 39-7400 

埴原学校絵図 埴原村田植図 



参考資料 

 

 

令和２年度 月別来館者数 

うち外国人

4月 0日 0人 0人 0人 0人

5月 6日 0人 475人 475人 0人

6月 25日 1,164人 3,638人 4,802人 94人

7月 27日 4,930人 2,727人 7,657人 154人

8月 30日 8,383人 0人 8,383人 239人

9月 26日 6,658人 6,701人 13,359人 122人

10月 27日 4,908人 14,869人 19,777人 188人

11月 27日 5,903人 18,710人 24,613人 195人

12月 24日 3,602人 0人 3,602人 140人

1月 25日 1,325人 0人 1,325人 68人

2月 24日 2,486人 0人 2,486人 113人

3月 26日 17,648人 0人 17,648人 152人

計 267日 57,007人 47,120人 104,127人 1,465人

※1　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため5月25日まで臨時休館

※2　5月26日から5月31日までの間、企画展のみ公開（事前予約制）

※3　3月は“come to matsumotoキャンペーン”により観覧料無料

来館者数①＋②企画展②常設展示①月
開館
日数

 



「学都松本」 

一人ひとりが、あたりまえのことをこつこつと続けて、かけがえのないいのち、生きいきとかがやくように… 

●わたしは  こころをみがき、からだを使おう 
●あなたに  あいさつをしよう 
●このまちを きれいにしよう 

担当 教育政策課 

課長 赤羽 志穂 

電話 ３３－３９８０ 

 

 

 
報告第 ３ 号 

 
令和２年度教育部各課事務事業報告について 

 
１ 趣旨 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の規定に基づき、令和２年度教

育部各課事務事業について報告するものです。 

 
２ 令和２年度の事務事業報告について 

別冊のとおり 

 
３ 今後の予定 

Ｒ３．４ 各課の取組結果をもとに、外部意見として社会教育委員の意見を

聴取します。（～Ｒ３．６） 

７ 社会教育委員の意見を受けて、各課が改善方針をまとめ、教育に

関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価報告書（以下、「報

告書」という。）を作成します。 

定例教育委員会で、報告書の内容を協議します。 

９ 松本市議会９月定例会へ報告書を提出するとともに、松本市公式 

ホームページで公表します。 

 

教育委員会資料 

３．４．２２ 

教 育 政 策 課 



別冊 

 

令和２年度 

教育部各課事務事業報告 

 
         ※課名等は、令和２年度中の組織体制に基づいて掲載しています。 

 

 

Ⅰ 教育政策課・・・・・・・・・・・ １ 

Ⅱ 学校教育課・・・・・・・・・・・ ３ 

Ⅲ 学校指導課・・・・・・・・・・・ ５ 

Ⅳ 学校給食課・・・・・・・・・・・ ７ 

Ⅴ 生涯学習課・中央公民館・・・・・ ９ 

Ⅵ 中央図書館・・・・・・・・・・・１１ 

Ⅶ 文化財課・・・・・・・・・・・・１３ 

Ⅷ 松本城管理事務所・・・・・・・・１５ 

Ⅸ 美術館・・・・・・・・・・・・・１７ 

Ⅹ 博物館・・・・・・・・・・・・・１９ 

 

 

※自己評価の基準 

評価 評価の基準 

Ａ 設定した目標以上の成果をあげた 

Ｂ 設定した目標を達成することができた 

Ｃ 目標を達成できないものがあった 

 

 

 

 

松本市教育委員会 
 



 
 

 

Ⅰ 教育政策課 
 
１ 教育政策課の概要 

教育行政の総合的な企画・調整を行い、各課の連携を図ります。 
そして、松本市教育振興基本計画が掲げる、学び続けるまち、共に学ぶまち、次代に引き継ぐ

まち「学都松本」をめざして、教育部だけでなく市長部局、さらには、近隣市町村、長野県との
連携や、広く市民と協働しながら事務事業を実施し、その成果を広く発信していきます。 

 
２ 教育政策課の総合評価 
 自己評価 評価の理由 

重点目標の 
達成度 Ｃ 

 コロナ禍により、Ｗｅｂ会議システム等を活用し、「学都松本教育

１００年を語る会」を一部開催しましたが、「教育委員と地区の皆さ
んと語る会」や「学都フォーラム」など開催することができませんで
した。また、児童生徒数の減少が深刻な小規模校のあり方検討は、終

期を定めた具体的な検討を進めることができませんでした。 

社会情勢への 
変化 

Society 5.0 で超スマート社会の実現に向けた技術革新が急速に進展する中、社
会の構造も大きく変わろうとしています。こうした時代を生きていく子どもたち

が、未来を創造する力を育むことができる知の拠点となるよう、新科学館の整備方
針を見直すこととしました。 

 
３ 令和２年度における重点目標の成果と課題 

⑴ 社会の変化に対応する、これからの教育のあり方の協議（継続） 
    これからの教育のあり方について総合教育会議等さまざまな機会において協議 
  ＜具体的な進め方等＞ 

・総合教育会議における教育行政の現状、課題についての懇談 
・旧第１１通学区高等学校教育懇話会における高校教育の将来像についての意見交換 
・山間小規模校の今後のあり方に係る地域づくり部と連携した意見交換会や学習会の実施 

 ア 事業成果 
総合教育会議は「新型コロナウイルス感染症対策に係る市立小中学校の今後の対応」「教

育の多様化の視点で」と題し、２回意見交換を行いました。旧第１１通学区高等学校教育懇
話会は、７月の住民説明会（参加者１０７名）や１１月～２月の３回の研究部会で市内高等
学校長の聞取り等を行った上、懇話会を２回開催しました。小規模校のあり方検討は、庁内
研究会を立ち上げた一方、具体的なスケジュールを立て協議を進めるに至りませんでした。 

イ 課題と方向性   

これからの教育のあり方は、それぞれの地域や立場でさまざまな意見があるため、丁寧に
意見交換を重ねながら、教育委員会として一定の方向性を見定めていきます。高校改革は、
さらに意見聴取を進め、中学生との対面ヒアリングやアンケートを行い、令和３年中に意見
要望をまとめます。 

⑵ 市民と共に教育問題を考える場づくり（継続） 
    教育委員と住民、児童生徒、教職員との懇談による教育課題に係る理解の定着 
  ＜具体的な進め方等＞ 
  ・「地区の皆さんと語る会」における若者や子育て世代が意見を出しやすい場づくりへの展開 

 ア 事業成果 
  当初２回を計画していましたが、コロナ禍のため、実施することができませんでした。 

イ 課題と方向性 

多岐にわたる教育問題については、さまざまな世代との意見交換が大切であることから、 
Ｗｅｂ会議ツール等を活用し、対面でなくても意見交換ができる場のあり方を検討します。 

⑶ 第３次松本市教育振興基本計画策定事業（新規） 
    令和２年度から３年度にかけての新たな基本構想及び基本計画の策定 
  ＜具体的な進め方等＞ 

・市民アンケート調査及び関係者へのヒアリング調査の実施、庁内調整会議や市民委員によ
る策定委員会での現行計画の成果、課題の共有を踏まえた骨子案の作成 



 
 

 

 ア 事業成果 
  １０月末～１１月中旬に児童生徒・保護者・教職員・一般市民にアンケートを行い、１２月～

１月にアンケートでは把握できない少数の深刻な課題を教育関連施設・団体などへのヒアリング

調査により補完しました。また、２月に市民策定委員会を設置し、２回にわたり調査報告や意見
交換を行いました。 

イ 課題と方向性 

  策定委員会では、学校教育と社会教育、生涯学習との総合的な連携に対する課題があげられて
います。教育大綱との整合性を図りながら、市民の生涯を通じた学びの指針となるような計画策
定を進めます。 

⑷ 学都松本の推進（継続） 
    自ら興味をもって多様な学びに取り組めるような環境づくりの推進 
  ＜具体的な進め方等＞ 

・学都松本フォーラムの開催 
・学都松本教育１００年を語る会（通年６回講座）の開催 

 ア 事業成果 
  コロナ禍により学都松本フォーラムは中止しましたが、予定していた講演を学都松本教育 100

年を語る会での講演に振り替えて、会場参加と一部オンライン参加で開催しました。100 年を語

る会は、Zoom ウェビナーと YouTube を活用し、計３回開催しました。YouTube は時間を問わず視
聴できることから、これまでの当日参加者数より多く視聴していただくことができました。 

イ 課題と方向性 
  YouTube では視聴回数が増えた一方、アンケート結果から、参加者同士の意見交換がなく一方

向な学びになっているとの課題もあり、意見交換を行いながら学びを深める手法を検討します。 

⑸ 海洋教育パイオニアスクールプログラム事業（継続） 
    助成金（令和元年度～３年度）を活用したモデル校５校での特色ある海洋教育による松本ら

しい科学や学びを自ら探求していく子どもの育成の促進 
  ＜具体的な進め方等＞ 
  ・モデル小学校５校（田川、鎌田、芳川、安曇、波田）での海や環境への自分の考えを実践

につなげる力を育てる学習の実施 

 ア 事業成果 

各校の取組みを本事業の推進協議会で共有するとともに、成果を子どもたちから地域へ発
信すること、実施した授業をトライやるエコスクールのプログラムとして登録し、モデル校以
外の３校でも実施することができました。 

イ 課題と方向性 
  モデル校からは助成終了後の継続について、児童生徒の水の事故に対する安全管理員が予算不

足から配置できない等の課題が出されました。地域人材の活用等、関係課との連携を図ります。 

⑹ 教育文化センター改修（新科学館）事業（継続） 
  ・子どもたちの好奇心や探求力、創造性を磨く機会を提供し、次世代の育成に寄与する、「宇

宙と科学」に特化した施設への展開 
  ・民間事業者のノウハウを活かした設計・施工・管理運営を目指した整備手法の検討 
  ＜具体的な進め方等＞ 
  ・外部有識者を交えた検討委員会及び庁内検討を経た基本計画の策定 
  ・民間活力導入の可能性に係る調査に基づいた整備手法の検討 
  ・宇宙や科学への興味・関心を高める新たな取組みとして、サイエンスクラブ事業の実施 

 ア 事業成果 
(ｱ)  学校のＩＣＴ化等の急激な変化を受け、「Society 5.0」という時代に求められる能力を育成 

するため、「宇宙と科学」に特化した施設から、「未来を創造する力を育む、子どもたちの「知」
の拠点」としての施設に目的を変更しました。 

(ｲ)  サイエンスクラブ事業を１０回実施し、子供から大人まで、宇宙や科学への興味・関心
を高める機会を提供することができました。 

(ｳ)  プラネタリウムの観覧者については、コロナ禍の休館や投映制限を除けば、令和元年度
９月～３月と比較し、約６％（約２００人）増でした。 

イ 課題と方向性 
(ｱ)  変更後の整備方針にあった教育コンテンツの検討が課題です。 

(ｲ)  子供たちが変革期を生き抜くために必要とされる能力（価値を見つけ、生み出す感性と力、
好奇心・探求力）を身に付けていくための事業内容のブラッシュアップを行います。 



 

Ⅱ 学校教育課  
 

１ 学校教育課の概要 
児童生徒がより良い環境の中で学校生活をおくることができるよう、老朽化した学校施設の長寿命

化対策を計画的に進めるとともに、空調設備の設置、施設の適切な維持管理、ＩＣＴ機器の増強を含

む校用・教材備品の整備等により、教育施設の整備充実を進めます。 

また、就学援助事業など、子どもの就学環境全般にわたる事務事業を進めるとともに、児童生徒及

び教職員の適切な健康管理に取り組みます。 

 

２ 学校教育課の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ａ 

施設整備、計画策定ともに予定どおり完了しました。また、就学援

助については、通常の援助に加え、新型コロナウイルス感染症による

家計悪化への対応を緊急的かつ柔軟に行いました。さらに、コロナ禍

の影響を受け、前倒しとなったＧＩＧＡスクール構想＊１への対応を

行いました。 
※1ＧＩＧＡスクール構想  

Global and Innovation Gateway for All の略。１人１台端末及び高速大容量

の通信ネットワークを一体的に整備し、多様な子どもたちを誰一人取り残すこと

なく、個別最適化された学びを全国の学校現場で持続的に実現する構想 

社会情勢への 

対応 

コロナ禍におけるＧＩＧＡスクール構想の大幅な前倒し実施に加え、空調機の全

教室未稼働に伴う暑さ対策を実施しました。 

事務事業の 

効率化 

ＧＩＧＡスクール構想によるハードウェアの利活用を重点的に推進するため、教

育委員会に職員を増員し、ＩＣＴ推進チームを設置したことで、より効率的な事業

の推進に努めました。 

 

３ 令和２年度における重点目標の成果と課題 

⑴  小中学校施設整備事業（継続） 
長寿命化改良事業、地震防災緊急事業などの計画的な推進 
＜具体的な進め方等＞ 

・長寿命化改良事業における学校施設長寿命化計画（個別施設計画）の策定 

・地震防災緊急事業における小学校１３校、中学校８校での非構造部材の耐震化工事の実施 

 

ア 事業成果 

(ｱ) 学校施設長寿命化計画を令和３年３月に策定しました。 

(ｲ) 小学校１３校、中学校８校について、非構造部材の耐震化工事を完了しました。（実施予定 

４０校中３９校で完了） 

イ 課題と方向性 

(ｱ) 策定した学校施設長寿命化計画に基づき、事業を進めます。 

(ｲ) 今後予定しているトイレ整備事業等、個別の改修については、本計画と整合を図り進める必

要があります。 

⑵ 空調設備整備事業（継続） 
    児童生徒の夏季の教育環境の改善、教職員のための空調設備の設置 

   ＜具体的な進め方等＞ 

冷涼な山間地域の学校を除く市内全小中学校への下記方針による設置 

・小学校は、３～６年生の普通教室及び未整備の特別教室等（理科室、図工室、家庭科室） 

・中学校は、特別支援学級を含む全ての普通教室及び未整備の特別教室等（理科室、美術室、 

家庭科室、技術室） 

ア 事業成果 

  冷涼地区（奈川小中、大野川小中）を除く、全小中学校のエアコン整備を完了し、夏季におけ

る教室の教育環境を改善しました。 



 

イ 課題と方向性 

  使用マニュアルの周知やランニングコストの低減を図る必要があります。また、校長室など

未設置個所への追加設置に係る要望が出ており、今後対応に向けた協議を進めます。 

⑶ 学校通信ネットワーク整備事業費（新規） 
  国のＧＩＧＡスクール構想に基いたネットワーク環境の増強 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・市内全小中学校の校内通信ネットワークに係るＬＡＮケーブル等及び電源キャビネットの整備

 

ア 事業成果 

全小中学校の校内通信ネットワーク及び電源キャビネットの整備を行いました。併せて児

童生徒の１人１台端末配備も行い、ＩＣＴ利用環境の増強を完了しました。 

イ 課題と方向性 

ＩＣＴ分野に不慣れな教職員に対するサポートとして、学校教育課に学校ＩＣＴ推進担当

を新たに設置、また、ＩＣＴ支援員を計１１名に増員し、１人１台端末の有効活用をはじめ

とするＩＣＴ教育を強力に推進します。 

⑷  要保護・準要保護児童生徒への就学援助制度事業（継続） 
経済的理由により就学が困難な児童生徒への教育費の一部の援助 

     ＜具体的な進め方等＞ 

・就学困難な小・中学生への学用品費、学校給食費、修学旅行費、校外活動費等の支給 

・小学１年生のうちの希望者に対する新入学用品費の３月前倒し支給 

・新型コロナウイルス感染症の影響により就学が困難となった者への柔軟な対応 

ア 事業成果 

(ｱ) 小学校１，４７４名、中学校９４６名の方に各種援助費を支給しました。児童生徒数に対する

就学援助受給者の割合は、近年減少傾向にありましたが、Ｒ２年度は、小学校が１２．１％、中

学校が１６．１％と、いずれも昨年と同率となりました。 

(ｲ) 小学校１年生のうち、希望者には入学前の３月に前倒しで新入学用品費を支給しました。 

(ｳ) 例年、在校生には２月中、新入生には４月初めに、全児童生徒へ就学援助制度の案内を配付し

ていますが、加えてＲ２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた家庭に向けた案内を

新たに作成し、５月に再度全児童生徒に配付して、制度の一層の周知を図りました。 

また、申請の一次締切も２カ月程度延長して受付を行い、新型コロナウイルス感染症の影響を

受けて急激に家計が悪化した家庭に対しても、速やかに就学援助制度が利用できるよう対応しま

した。 

その結果、通常の申請分に加え、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた家庭の児童生徒 

７３名に援助費を支給することができました。 

イ 課題と方向性 

  新型コロナウイルス感染症の影響で、今後も社会経済の不安定な状況が続くことが見込まれる

ため、経済的理由によって就学できない児童生徒が生じないよう、引き続き制度の十分な周知に

努め、急激に家計が悪化した家庭に対しても、制度の柔軟な運用を図ります。 

 



 

Ⅲ 学校指導課（令和３年度から学校教育課学校支援センターに組織改編） 
 

１ 学校指導課の概要 
めざす子ども像「たくましく未来を拓く心豊かな松本の子」に向け、「健やかな体づくり」、「豊かな

心の育成」、「確かな学力の向上」を目指して、学校・教職員、児童生徒への支援に取り組むとともに、

引き続き「家庭・地域と学校及び幼保小中の連携推進」のため、指導主事による学校訪問で現状把握

に努め、課題解決に向けた取組みを進めます。 

 

２ 学校指導課の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ａ 

学校における新型コロナウイルス感染症への対応支援が継続的に

必要な状況でしたが、懸案だった「不登校児童生徒を支援する学校 

ＩＣＴのガイドライン」、「不登校を支援する民間施設のガイドライ

ン」、「不登校を支援する民間ＩＣＴ事業者のガイドライン」及び「不

登校児童生徒への支援に関する基本方針」を作成し、不登校児童生徒

の社会的自立に向け、児童生徒一人一人に寄り添った支援体制を整え

ました。 

社会情勢への 

対応 

・新型コロナウイルス感染症防止対応で知見が進むにあたり、学校の臨時休業に至

るフローチャートの４回の改訂と学校運営ガイドラインの５回の校正を行いま

した。 

・新型コロナウイルス感染症の影響で中止又は延期となった修学旅行のキャンセル

料等の補助金を交付しました。 

 

３ 令和２年度における重点目標の成果と課題 

⑴  特別支援教育推進事業（インクルーシブ教育推進事業）（継続） 
    校種や学級間の学びの場の柔軟な見直し 
   ＜具体的な進め方等＞ 

・指導主事の授業参観及び指導主事を交えた支援会議の開催 

・副学籍制度の各校における交流の促進と支援 

ア 事業成果 

(ｱ)  該当児童生徒についての現時点での学びの場について、各校で積極的に検討を進めました。 

（特別支援学級から通常の学級に学びの場を変更 Ｒ元：１５名 → Ｒ２：４０名） 

(ｲ)  副学籍制度の完全実施に伴い、指導要録の作成をはじめとする学籍の整備が完了しました。 

イ 課題と方向性 

  日々成長し、多様な特性をもつ子どもに対し、教職員が十分に支援し切れていないため、特別支

援教育に係る研修の対象者、内容等を精査し、松本市の特別支援教育における教員の力量向上につ

いて研究を重ねます。 

⑵ 学力・体力向上事業（継続） 
   ・学力向上として、授業づくりや学校別の研究推進に係る継続的な助言、支援 

・体力向上として、各校への体力向上等の具体策への取組みの促進 

   ＜具体的な進め方等＞ 

・学力向上として、臨時休校による未指導分の授業の実態調査と計画的な履修に向けた支援の 

実施 

・体力向上として、適度な運動や室内での体力づくりの各校への呼びかけ 

ア 事業成果 

(ｱ) 学力向上 

５月から１２月まで、臨時休業に伴う令和２年度教育課程の状況調査を行い、結果を周知しま 

した。また、１人１台パソコンで学習する授業について研修する機会を設けました。 

(ｲ) 体力向上 

小学校教職員向けの体力向上研修講座を実施し、コロナ禍における体育授業の改善にも繋げ 

ることができました。 



 

イ 課題と方向性 

(ｱ) 学力向上 

ＩＣＴを日常的に活用しながら児童生徒の資質・能力の育成する授業が始まるにあたり、

教職員の指導力が十分ではないため、指導主事による学校訪問等を通して、具体的な指導や

助言に努めます。 

(ｲ) 体力向上 

教職員の長時間労働の解消に努めるなかで、中学校の休日における部活動の段階的な地

域への移行が必要であるため、生徒の運動機会が保障できる環境や体制の整備について準

備を進めます。 

⑶  いじめ防止対策、不登校・引きこもり児童生徒への支援の促進（継続） 
   ・いじめ（ＳＮＳ、スマホトラブルを含む。）や体罰のない学校づくりの推進 

・不登校、引きこもり等の児童生徒に対する支援 

   ＜具体的な進め方等＞ 

   ・いじめ防止対策 

感染症に関連したいじめ等の防止のための正しい知識の周知や人権教育に係る各校の支援 

・不登校、引きこもり等の児童生徒に対する支援 

不登校児童生徒に関わる実態調査や不登校支援アドバイザーの学校訪問を通じた状況把握

及びこども部との連携による助言、支援の実施 

ア 事業成果 

(ｱ) いじめ防止対策 

２カ月毎に「いじめ・体罰等の実態調査」を全小中学校で実施し、いじめの認知学校数や件数、

児童生徒の状況や今後の対応について集計した調査結果を報告し、指導助言をしました。 

 コロナ禍における差別や偏見が起きないように、罹患者やその家族への差別を考える授業例を

作成・松本市の小中学校へ配布し、授業実践を促しました。この授業例は他市でもぜひ取り入れ

たいと問い合わせが相次ぎました。 

(ｲ)  不登校・引きこもり等の児童生徒に対する支援 

「不登校児童生徒を支援する学校ＩＣＴガイドライン」、「不登校を支援する民間施設ガイド

ライン」、「不登校を支援する民間ＩＣＴ事業者ガイドライン」の３つのガイドラインを作成し、

多様な子どもの状況に合った支援の充実を図りました。作成当時、３つのガイドラインを整備し

た教育委員会は全国の市町村では見られなかったため、この取組みはいくつかの新聞で取り上げ

られ、全国各地の教育委員会から、問い合わせが寄せられました。また、これまで登校ができな

かった生徒が今回の支援を機に、登校のきっかけとなった事例もありました。 

イ 課題と方向性 

  ガイドラインの周知や各校のＩＣＴ環境の整備が不十分であったため、今後周知を強化したうえ

で、いじめの認知の促進、多様な不登校の背景にある子どもへの支援の充実、未然防止の体制づく

り等を検討します。 

⑷  教員の負担軽減（継続） 
  本来の教育活動を十分行えるような環境整備の確保 
  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・教職員の長時間労働解消のための各小中学校への留守番応答機の導入 

ア 事業成果 

２月末までには市内全小中学校に留守番応答機を導入し、効率的な活用を促し、教職員の長

時間労働解消に努めました。 

イ 課題と方向性 

  ２月末に完全導入ということもあり、課題が十分に把握できていません。課題に注視しつつ、教

職員の長時間労働の更なる解消に取り組むため、「松本市における教員の働き方改革の指針」の推

進に、より一層努めます。 

 



 

Ⅳ 学校給食課  
 

１ 学校給食課の概要 
 学校給食法に基づき、児童生徒へ安全で安心な給食を提供するとともに、健康な体をつくるために 

大切な「食」について考える機会を設ける等、正しい食習慣が身につくよう給食を通した食育に取り

組みます。 

 また、施設・設備老朽化の解消と、令和２年度からの学校給食費公会計化により徴収・管理業務の

効率化を進めます。 

 

２ 学校給食課の総合評価 

 自己評

価 
評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ｂ 

新学校給食センターの建設では、これまでの検討結果を基に庁内で

の議論を重ねましたが、方向性が定まらず、進展が見られませんでした。  

新型コロナウイルス感染症の影響により、例年、課全体で実施している

衛生管理・労働安全研修会や国主催の衛生管理セミナーが中止となり、各

職場での研修や点検に注力しましたが、公務災害の発生件数が１１件あ

り、昨年度よりも４件増加（派遣先での２件含む。）しました。 

また、栄養教諭等の学校への訪問が思うように行えず、児童生徒へ直

接、食育指導をする機会が減少しました。 

しかし、小中学校が休校になり急な対応が必要となるなか、多くの調理

員が特別定額給付金に係る事務や休校中の児童を預かる児童センターで

の応援勤務を行うなど、柔軟な対応を行うことができたことからＢ評価

としました。 

 

３ 令和２年度における重点目標の成果と課題 

⑴ 新学校給食センターの建設（継続） 
    適正な規模、配置による新学校給食センターの建設に向けた取組みの実施 

   ＜具体的な進め方等＞ 

   ・既存センターとの給食配送エリアのバランス等を考慮した建設候補地の選定、用地取得 

   ・基本構想や基本計画の策定、設計業務への着手 

 ア 事業成果 

  ３センター方式による給食提供を基本に、東西学校給食センターと合わせ、各センターの提供 

食数を平準化できる規模の新センターを建設するため、建設に要する費用の積算や用地の候補地 

の選定を行いました。 

それらを基に、実施計画第５１号及び令和３年度当初予算において庁内で議論を行いましたが 

 結論に至らず、実施計画第５２号で再度検討することになりました。 

イ 課題と方向性 

  波田（Ｓ４６年開設）・梓川（昭和６３年同）学校給食センターの老朽化が著しいことから、早

急に給食センター再整備の基本方針を定め、令和４年度には学校給食センターの基本計画を策定

する必要があります。そのため、整備方法について再度整理・検討し、実施計画第５２号により議

論を重ね、庁内の合意を得ます。 

⑵ アレルギー対応食提供事業（継続） 
   食物アレルギー対応マニュアル及びアレルギー対応食提供事業実施要綱に沿った提供事業の実施 

   ＜具体的な進め方等＞ 

   ・食物アレルギーを持つ児童生徒一人ひとりの症状にあった対応食の提供 

   ・全校を対象とした緊急時の対応を徹底するための情報の共有 

   ・個別の懇談会等での最新情報の提供及び対応食解除に向けた取組みの促進 

 ア 事業成果 

(ｱ)  児童生徒１８１人にアレルギー対応食を提供し、うち１３人が対応食の解除ができました。 

(ｲ)  全校で緊急時対応の研修会を実施することができ、各校との情報共有を図ることができまし 

  た。 



 

イ 課題と方向性 

  対応食を希望する児童生徒が多く、現在は食品の使用頻度により対象を絞っています。医療機 

関との連携や個別支援により必要最低限の除去につなげ、対応食提供の対象拡大に取り組みます。

 また、校内アレルギー対応委員会へ働きかけ、誤食防止や校内体制の充実を目指します。 

⑶ 食育・地産地消推進事業（継続） 
     ・食に関する指導の全体計画の整備、計画的な食育の推進 

・地産地消の推進、安全安心な食材の使用 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・栄養教諭等の学校訪問での食の指導、学校と連携した食育事業の実施 

・給食での地場産食材取入れによる地産地消の推進 

・児童生徒が生産した野菜の給食食材としての使用 

 ア 事業成果 

(ｱ) 児童生徒が総合学習で栽培した米や松本一本ねぎ、果物などを、学校からの要望により食材と

して使用しました。 

(ｲ) 食に関する指導の全体計画を３センターで整備しました。 

イ 課題と方向性 

  栄養教諭等による学校訪問は、新型コロナウイルス感染症の感染状況に配慮して訪問方法・人数

を変更し、全校実施を目指します。 

 また、地産地消率の向上のため、食材納入業者に地場産物の納入を促します。 

⑷ 衛生管理・危機管理の徹底（継続） 
ノロウイルス等の食中毒や異物混入等の事故防止、労働災害防止の取組強化 

＜具体的な進め方等＞ 

・栄養教諭による衛生管理研修の年３回（各学期１回ずつ）実施 

・学校の長期休業中における衛生管理講習会の開催 

・労働災害防止に向けた研修の実施、衛生管理者を中心とした職場環境の整備 

 ア 事業成果 

  各センターにおいて研修会や職場点検を実施し、事故防止に努めましたが、１１件の労働災害が

発生しました。 

イ 課題と方向性 

  労働災害の発生が増加していますが、壁と台車の間に手を挟む等の注意をすれば防げる軽微な 

ものが散見されるため、各センターで情報共有し注意を促すとともに職場点検を強化します。 

⑸ 学校給食費に係る公会計化事業（継続） 
  学校給食費の適正かつ効率的な徴収 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・電話催告等による滞納整理の早期着手 

・口座振替の加入促進、児童手当等を活用した徴収等により滞納者縮減の強化 

・運用上の課題の集約、解決に向けた検証 

 ア 事業成果 

  公会計での運用初年度でしたが、学校事務が軽減されるとともに、収納率に左右されず安定して

献立を作成することができました。 

  収納については、滞納整理（電話・面談等）やスケジュールの見直しを行い、滞納者が出ないよ

う努めました。また、口座振替の活用促進強化月を年３回設けたことで、利用率が向上しました。

イ 課題と方向性 

  就学援助制度により学校給食費が支給されている場合、認定が確定する８月分以降は直接徴収 

 していますが、７月分までは保護者口座へ支給されるため滞納につながる場合があります。児童生

 徒の給食費として支給されるものであり、一部の保護者の中には、モラルの欠如による滞納が見受

けられるため、強く納付を求めるよう取り組みます。 

  また、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、保護者の就労上の理由から高額滞納につながる

ケースも見受けられます。保護者に寄り添いながら粘り強く交渉し、納付につなげます。 

 



 

Ⅴ 生涯学習課・中央公民館  
 

１ 生涯学習課・中央公民館の概要 
生涯学習の施設整備や地域住民の主体的な学習活動の支援を行い、自治能力を高める学習活動の推 

進及び生涯学習による地域づくりを目指します。 

地区公民館を総合的な地域づくりの拠点と位置づけ、地域課題と向き合い、地域住民が主体的に解 

決するための学習・実践を充実させ、松本らしい公民館活動を展開します。 

 

２ 生涯学習課・中央公民館の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ｂ 
・コロナ禍で、事業の縮小などがありましたが、オンライン講座等の

実施や次年度に向けた検討を前倒しして進めるなど、臨機応変に対

応しました。 

・施設整備は、里山辺公民館等を計画的に進めることができました。 

 

３ 令和２年度における重点目標の成果と課題 

⑴ 多世代参画型地域共生コミュニティづくりモデル事業（継続） 
     町内公民館を活用した「多世代参画型地域共生コミュニティ（新たな社会システム）」の構築 

     東大牧野教授の研究室と３カ年の共同事業として平成３０年から実施 

   ＜具体的な進め方等＞ 

   ・多世代が参画する人材育成（担い手づくり）を促進するプログラムの実践、検証 

・中央地区鷹匠町町会、里山辺地区新井町会、安曇地区橋場町会をモデル町会とし、実践内容を 

全３５地区に共有し、松本モデルとしての発信 

 ア 事業成果 

(ｱ) コロナ禍で東大牧野研究室から事業延期の申し出があり、共同事業は次年度に延期しました。

(ｲ) モデル町会の住民及び関係職員による合同会議を開催しました。モデル町会からは、成果を踏

まえた継続性が重要など、次年度への期待について意見が出され、全体で共有しました。 

イ 課題と方向性 

(ｱ) 令和２年度は、コロナ禍で活動を自粛したことにより、住民のモチベーションの低下があり、

今後の活動の継続方法が課題となっています。また、事業の成果を高めるため、地域づくりを担

う地区公民館や関係部局とのかかわり方、持続可能な地域をつくるための町内公民館機能を明確

にする必要があります。 

(ｲ) 共同事業の再開に向け東大研究室と懇談を行い、改めて事業の目的や方向性を確認します。 

(ｳ) 事業終了後の展開も考慮し、事業の実施及び検証を行います。 

⑵ 松本版コミュニティスクール事業（継続） 
    学校を核とした地域づくりの推進 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・一部のボランティアに留まらない、地域全体による子どもたちへの支援 

・学校ごとに設置されるコミュニティスクール運営委員会における熟議 

 ア 事業成果 

新型コロナウイルス感染症の影響で事業を縮小する中、明善中学校ではコミュニティスクール

運営委員会等で地域のためにできることについて話し合い、防災訓練など、中学生の主体的な参

画につなげる取組みを進めました。 

イ 課題と方向性 

(ｱ)  コロナ禍でも中学生の主体的参画につなげた好事例を共有する機会を設けます。 

(ｲ) 国の｢地域と学校の連携・協働体制構築事業｣の変更を受け、松本版コミュニティスクー

ルの理念を引き継ぎつつ、国型のコミュニティスクールへの移行を検討します。 

検討に当たっては、国の要件である、地教行法第４７条の５に基づく学校運営協議会（以

下「協議会」という。）の設置や教育委員会による協議会委員の任命に係る事項を関係課と

調整します。 



 

⑶ 若者の居場所づくりと社会参画事業（継続）※青少年ホームで実施 

    他者とのつながりや学び直し支援の実施、若者の多様な社会参画の推進 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・コーディネーターとの連携や若者カフェを活用した講座等の実施 

・松本若者会議の実施による若者が住みたいまちの魅力づくりへの取組み 

 ア 事業成果 

(ｱ)  気軽に参加できるようオンライン講座を６講座開催するなど、多様な学びと魅力ある居場所 

づくりを進めました。 

(ｲ)  松本若者会議では、信大と実行委員会を組織し、まちづくりについて若者と市長との対話な 

どを実施しました。 

イ 課題と方向性 

ＳＮＳなど若者が情報にアクセスしやすい環境づくりや若者が社会で活躍できる環境づくりを

推進します。また、市長部局と連携して、切れ目なくひきこもりの若者支援を進めます。 

⑷ 町内公民館の支援（継続） 
    町内公民館等の整備に対する補助金交付、施設の適切な維持管理の促進 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・意向調査結果、補助実績及び近隣市の状況等を踏まえたうえでの実態に即した制度の見直し 

 ア 事業成果 

建物の改修（福祉・耐震を含む。）実績は、補助金の周知が進み、施設の改修時期も重なったこ

ともあり、Ｒ元年度１０８件、Ｒ２年度９１件と、Ｈ３０までの５カ年平均７５件から、さらに増

加しています。要綱改正により、Ｒ３年度から一般改修の補助率を現行の１／２から２／３へ引

上げ、解体補助(補助率１／２、限度額２００万円)を新設します。 

イ 課題と方向性 

老朽化に伴う施設の整備が増加している一方で、人口減少に伴う施設の統廃合や解体等も考慮

する必要があり、バランスのとれた運用を検討します。 

⑸ 社会教育施設整備事業（継続） 
  ・里山辺公民館整備事業／令和４年度の開館を目指した里山辺公民館の移転、整備 

・重要文化財旧松本高等学校校舎耐震事業／保存活用計画に基づいた計画的な修理、整備 

＜具体的な進め方等＞ 

・里山辺公民館整備事業／地元町会及び近隣の関係者への丁寧な説明による計画的な実施 

・重要文化財旧松本高等学校校舎耐震事業／工区ごとの部分休館による耐震補強工事の実施 

 ア 事業成果 

(ｱ)  里山辺公民館整備事業 

各種協議が整い、令和２年度中に主体工事、電気及び機械設備工事の契約を締結しました。 

(ｲ)  重要文化財旧松本高等学校校舎耐震事業 

Ｈ３０年度に着手した講堂の耐震工事は終了し、本館の耐震工事（Ｒ２年度：南棟東側）に 

着手しました。 

イ 課題と方向性 

(ｱ)  里山辺公民館整備事業 

完成後は、個別施設計画に基づき、適正な維持管理に努めます。 

(ｲ)  重要文化財旧松本高等学校校舎耐震事業 

活用される文化財建造物として、耐震化を計画的に進めます。 

Ｒ３年度：南棟西側、Ｒ４年度：西棟、Ｒ５年度：北棟 

 



 

Ⅵ 中央図書館 
 

１ 中央図書館の概要 
図書館は、松本市民にとって単に本を借りる場所というだけではなく、乳幼児から高齢者まで、生

涯を通じて健康で生きがいのある人生を過ごし、その中でそれぞれが自己実現を図ろうとする際のさ

まざまな情報や学習機会を提供する生涯学習の拠点施設です。 

社会の変化や市民ニーズを踏まえ、地域が抱える様々な課題の解決や暮らしに役立つ資料・情報の

収集に努め、図書館自らが積極的に情報発信、提供を行い、学都松本に掲げる「学び続けるまち、共

に学ぶまち、次代に引き継ぐまち」を支え・実践する場として、市民に期待され、利用される図書館

を目指します。 

 

２ 中央図書館の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ｂ 
 重点目標の⑴から⑸について、計画どおり実施することができまし

た。引き続き、学都松本に掲げる「学び続けるまち、共に学ぶまち、

次代に引き継ぐまち」を支え・実践する場として、市民に期待され、

利用される図書館を目指します。 

社会情勢への 

対応 

インターネット活用の急速な拡大に伴い、ＳＮＳや動画視聴等による中高生の読

書離れなど深刻な影響が顕在化しています。 

子どもたちが未来を拓く豊かな心と生きる力を育むための、第２次学都松本子ど

も読書活動推進計画の推進において、新たにサードブック事業※２等の検討を始めま

した。 
 ※２サードブック事業：家庭における本に親しむ習慣を発達段階に応じて切れ目なく働きかけ

るために絵本をプレゼントするもの。ブックスタート（１０カ月児健

診時）、セカンドブック（３歳児健診時）事業に加えて６歳頃に実施す

るもの 

事務事業の 

効率化 

学都松本子ども読書活動推進計画の推進において、読み聞かせボランティア養成

講座、スキルアップ講座を開催するなど人材育成を行い、これまで職員が行ってい

た定例おはなし会やブックスタート事業を市民と共に実施することができ、職員の

スキルアップにも繋がりました。 

 

３ 令和２年度における重点目標の成果と課題 

⑴ 中央図書館の大規模改修（継続） 
   大規模改修による安全安心で快適な環境整備及び市民の利便性向上 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・図書館のあり方検討の結果を大規模改修に反映 

 ア 事業成果 

  ６月に外部の専門家による、あり方検討委員会を設置し、２月に検討結果をまとめた報告書を教

育委員会に提出しました。同報告書を図書館協議会にも提出しました。 

検討委員会からは、図書館の目指すべき将来像や、それを実現するために求められるサービス、

職員や運営体制、施設・設備・立地について、提言がありました。 

イ 課題と方向性 

  この報告書を基に、令和３年度内に市民のための図書館サービス基本計画を策定する予定です。

  計画の実現に必要な建物・設備等の改修を、中央図書館の大規模改修に反映させます。 

⑵ 図書館のあり方検討のための市民アンケートの実施（継続） 
  図書館サービスに関する図書館利用者や市民からの意見聴取 

  ＜具体的な進め方等＞ 

   ・図書館や地域づくりセンター等の窓口での調査票配布及び「ながの電子申請サービス」による意

見聴取の実施 

 ア 事業成果 

  ６月にアンケートを実施し、１，３８８人から回答を得ました。 

図書館に求められていることを具体的に知ることができ、結果についてあり方検討委員会、図



 

書館協議会に報告しました。 

イ 課題と方向性 

  要望が多かったものは、駐車場不足の改善、Wi-Fi 環境の整備、新刊書や新聞・雑誌の充実でし

た。令和３年度内に策定予定の「図書館サービス基本計画」に反映する予定です。 

  なお、Wi-Fi 環境については、中央図書館は令和３年度に整備し、分館は順次整備を進めて行く

予定です。 

⑶ 書庫の狭隘化対策（継続） 
    中山文庫や波田図書館の書庫を活用した資料の分担保存の検討 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・中央図書館から移管する資料の検討、分担保存の開始 

  ・波田図書館の書庫に係る活用可能なスペースの調査 

 ア 事業成果 

(ｱ)  中央図書館の資料の一部を中山文庫に移管しました。 

(ｲ)  一般書は、除籍基準に基づく除籍を進め、児童書は除籍基準の見直しを行いました。 

イ 課題と方向性 

  引き続き、中山文庫、波田図書館の書庫を活用するとともに、適正な除籍を行います。また、次

期システム更新に合わせ、ＩＣＴの利活用として、電子書籍の導入、データベースの増加の検討を

進めます。 

⑷ 第２次学都松本子ども読書活動推進計画の推進（継続） 
子どもが読書に親しめる環境づくり、子ども読書活動に係る人材育成、環境整備を推進するための

連携体制づくりの着実な推進  

＜具体的な進め方等＞ 

・子ども読書活動を担う人材が協働して活動を強化していくための連携・協力体制づくり、計画の

推進 

 ア 事業成果 

  ブックスタート・セカンドブック事業、人材育成事業を計画的に実施し、子ども読書活動推進委

員会の作業部会では、ブックスタート事業の候補本の改訂、中・高校生への働きかけの具体的な検

討を始めました。 

イ 課題と方向性 

  令和３年度は、サードブック事業など令和４年度に開始予定の事業について具体的な実施方法 

 の検討を進めます。   

⑸ 団体貸出事業のあり方研究（継続） 
  団体貸出の現状の検証、団体貸出専用資料の蔵書構成やサービスのあり方の検討 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・利用団体の現地調査、これからの団体貸出事業のあり方に係る方向性の検討 

 ア 事業成果 

  利用団体の現地調査を行い、令和元年度に実施した調査結果の分析と合わせて、団体貸出事業の

あり方についての方向性をまとめ、図書館協議会に報告しました。 

イ 課題と方向性 

  利用者ニーズによる選書、利用者が選びやすい蔵書数、事業のＰＲ等の課題が明らかになり、令

和３年度内に策定予定の「図書館サービス基本計画」に反映する予定です。 

 



 

Ⅶ 文化財課  
 

１ 文化財課の概要 
松本市文化財保存活用地域計画に位置付けた各種事業を積極的に進めるとともに、その成果を

市民に分かりやすく伝える講座や学習会を積極的に開催します。こうした取組みを通じ、行政と

市民が地域社会のなかで連携して文化財の保存活用を図り、次の世代へ引き継いでいきます。 

さらに、歴史や文化を活かしたまちづくりを通じて、市民が地域に愛着や誇りを持ち、観光や

産業といった経済振興にもつながるような、魅力ある地域づくりを目指していきます。 

 

２ 文化財課の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ｂ 

・市域の文化財の中核をなす国指定文化財の今後の保存活用に向け、

調査、保存活用計画、整備計画の策定を計画的に実施することがで

きました。 

・地域住民による文化財の保存活用を支援し、地域づくりにも貢献す

ることができました。 

・市民向けの発掘調査報告会等の開催、ＳＮＳによる文化財に関する

情報発信を行い、市内の文化財について周知を図ることができまし

た。 

社会情勢への 

対応 

・少子高齢化等により、文化財を継承していく環境は厳しさを増しています。文化

財の保存活用の前提として、市民に文化財について知ってもらうことが必要であ

ることから、紙媒体での配布周知のみならず、ＳＮＳやＹouＴube を活用した情

報発信に取り組み、効率的に幅広く学習機会を提供することができました。 

事務事業の 

効率化 

・情報が効率的に配信されたことにより、開催の問い合わせや、資料請求等の職員

対応が軽減されたうえ、視聴者等参加者が例年より増加しました。 

 

３ 令和２年度における重点目標の成果と課題 

⑴ まつもと文化遺産活用事業（継続） 
    平成３０年度に策定した制度により、住民による地域の文化財の主体的な活用や地域活性化の

ための積極的な周知、具体的支援の実施 

  ＜具体的な進め方等＞ 

   ・まつもと文化遺産保存活用協議会でのまつもと文化遺産の認定、認定済みの文化遺産に対する

補助金等支援の継続 

 ア 事業成果 

(ｱ)   今年度新たに、新村地区の野麦街道など道を中心に形成された人々の営みに関わる文化財群

をまつもと文化遺産として認定しました。また、認定済みの今井、城北、島内、安原の４団体

に対して補助金を交付し、市民が主体となった地域の文化財の保存活用を図ることができまし

た。 

(ｲ)  まつもと文化遺産活動報告会の開催や、ＳＮＳを活用した情報発信の実施により、地域住民

による文化財保存活用の活動や市内の文化財について周知を図ることができました。 

イ 課題と方向性 

高齢化により住民主体の活動の担い手が不足していることから、ＳＮＳを活用して若い世代に

も地域の文化財の魅力や制度を積極的に周知することで住民主体の活動を支援しながら、引き続

きまつもと文化遺産の認定を進めます。 

⑵ 小笠原氏城館群史跡整備事業（継続） 
    信濃守護小笠原氏の本拠である井川城跡・林城跡（大城・小城）の恒久的な保存・活用を平成 

２５年度から実施 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・令和２・３年度に保存活用の課題、方針を明確化し、保存活用計画を策定 

・井川城跡の用地取得の継続 



 

 ア 事業成果 

(ｱ)  保存活用計画策定委員会を設置し、委員会の開催と現地調査を行い、計画策定を進めました。

(ｲ)  井川城跡の用地４,０８０㎡を取得しました。（井川城跡史跡指定範囲の６２％） 

イ 課題と方向性 

(ｱ) 保存活用・整備の基本方針等を定める保存活用計画を令和３年度末までに策定します。 

(ｲ) 保存活用計画策定後、城跡の保存活用に必要となる整備内容を具体的に検討し、整備計画を 

策定した上で、整備事業に移行します。 

⑶ 殿村遺跡史跡整備事業（継続） 
 史跡整備を視野に発掘調査や虚空蔵山周辺の総合調査を平成２２年度から実施 

   ＜具体的な進め方等＞ 

 ・令和３年度からの保存活用事業への移行に伴う史跡指定を含む保存活用の方針の検討 

 ア 事業成果 

令和２年度に総合調査報告書を刊行し、中世の宗教空間を構成する遺跡群として文化財的な価

値付けを行いました。 

イ 課題と方向性 

(ｱ) 総合調査により明らかとなった遺跡群の文化財的価値をふまえ、史跡指定に向けた調整を調 

査指導委員会及び文化庁と進めます。 

(ｲ) 中世の寺社や信仰に関わる遺跡としての価値付けを地元住民や市民に情報発信する普及公開 

事業を実施します。 

⑷ 史跡弘法山古墳再整備事業（継続） 
墳丘規模、形状等を確認する発掘調査、周辺古墳群の調査を令和元年度から実施。保存活用計画

策定後、再整備事業に移行 

＜具体的な進め方等＞ 

・調査委員会、県教委、文化庁の指導・助言を踏まえた調査の実施 

・東海大学との連携による周辺古墳群の調査の実施 

 ア 事業成果 

(ｱ)  令和２年度から弘法山古墳の発掘調査（１９７４年以来４７年ぶり）を開始し、墳丘裾部を

確認することができました。 

(ｲ)  長野県考古学会との共催で、講演会・報告会を実施しました。（参加者１５０名） 

(ｳ)  市民への普及公開では、新たな取組みとしてＹouＴube を活用しました。 

イ 課題と方向性 

(ｱ)  新型コロナウイルス感染症拡大のため、令和２年度の周辺古墳群の調査は次年度以降に延期 

となりました。新型コロナウイルス感染症の状況を注視しながら、大学との連携による調査を

行います。 

(ｲ) 東日本最古級の前方後方墳として全国的にも貴重な弘法山古墳の文化財的な価値を、より多

くの市民に知ってもらうため、現地講座やＳＮＳなどによる情報発信を積極的に行います。 

⑸ 白骨温泉の噴湯丘と球状石灰石保存整備事業（継続） 
    白骨温泉の付加価値向上に貢献しながら、文化財を保存・活用。平成２７年度から地質調査着手 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・令和元年度策定の保存活用計画に基づき、重点保存地区の境界柵や観察路、導入展示等を整備 

・保存活用協議会、白骨温泉まちづくり委員会、環境省、庁内関係部局等と連携して実施 

（令和４年度設計、令和５年度施工の予定） 

 ア 事業成果 

(ｱ) 文化財保護法に義務付けられた指定説明板（３枚）・境界標（８本）を整備するとともに、

用地一筆（９８８㎡）を取得し、指定地の保全を図ることができました。 

(ｲ) 保存活用協議会を設置して整備計画を策定し、整備内容の具体化と関係者との共有が進みま

した。 

(ｳ) 地元学校や地域住民を対象にした見学会（参加者延べ３２名）や、乗鞍温泉との泉質の違い

と大地の成り立ちの関係を学ぶ観光ツアー（参加者１６名）を試行し、活用上の課題が把握で

きました。 

イ 課題と方向性 

噴湯丘がコケなどに覆われて分かりにくいため、令和３年度は一部の噴湯丘を露出させて見 

どころを把握し、設計施工の準備段階として観察路の詳細や導入展示のあり方を検討します。 



 

Ⅷ 松本城管理事務所（令和３年度から管理担当は文化観光部松本城管理課に、城郭

整備担当は文化財課に組織改編） 

 

１ 松本城管理事務所の概要 
松本城を確実に後世に守り伝えるため、各種計画に基づき、国宝松本城天守、史跡松本城の文

化財としての適切な保存管理・公開を行うとともに、歴史的遺構の復元整備及び史跡内建造物の

維持補修、更に歴史的資料の収集・保存・研究を計画的に進めています。 

 

２ 松本城管理事務所の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ｂ 

・天守耐震対策事業は当初予定した松本市独自の天守石垣調査を実

施し、防災設備整備事業は更新・新設する設備に係る実施設計を行い、

工事に着手しました。 

・史跡整備事業に係る事業のうち、黒門・太鼓門耐震対策は基本設計

を、堀浄化対策事業は全面的な堀浚渫に向けた堀総合調査と浚渫工法

の実証実験を、南・西外堀復元事業は年度当初に予定した用地買収を

それぞれ実施することができました。 

社会情勢への 

対応 

フランスのノートルダム寺院や沖縄県首里城の火災を受け、松本城の防災に対す

る取組みを強化するため、防災設備の更新・新設に着手しました。 

事務事業の 

効率化 

平成２７年度から取り組んでいた本丸北外堀南面石垣修理事業が完了したこと、

また、他の石垣は工事の緊急性が乏しいことから、今後は石垣動態観測に移行する

こととします。 

 

３ 令和２年度における重点目標の成果と課題 

⑴ 国宝松本城天守耐震対策事業（継続） 
    平成２６～２８年度に実施した耐震診断結果に基づき、平成２９年度に着手した耐震対策基本計

画の策定と、国庫補助（補助率：５０％）を活用した令和８年度からの耐震工事の実施 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・天守台内部の地盤や石垣調査の実施、国宝松本城天守耐震対策専門委員会（以下、「専門委員会」

という。）での耐震対策基本計画策定の検討 

 ア 事業成果 

  調査により、耐震対策検討に必要な天守石垣の基礎データが取得できました。また、専門委員

会で、耐震対策基本計画の検討を進めました。 

イ 課題と方向性 

  松本城の文化財的価値を損なわない耐震補強（案）の作成が課題となることから、調査で取得

した天守石垣の基礎データを活用し、国や専門委員会の指導・助言を仰ぎながら天守と石垣の一

体的な耐震対策のための研究を進めます。 

⑵ 松本城防災設備整備事業（新規） 
    フランスのノートルダム寺院や沖縄県首里城の火災を受け、令和２年度から国庫補助（補助率： 

８０％）を活用した天守建造物等の防災設備見直し 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・自動報知設備、自動消火設備、屋内外消火設備等防災設備の更新、新設 

 ア 事業成果 

  防災設備の更新・新設のための実施設計を行いました。 

イ 課題と方向性 

  防災設備の更新、新設工事の完了を図るとともに、それら設備の円滑な運用と、早期発見・早

期消火のための体制整備を重要な課題としてとらえ、組織的な防災体制の強化を進めます。 

 



 

⑶ 黒門・太鼓門耐震対策事業（継続） 
    平成３０年度に実施した耐震診断結果に基づき、令和元年度に着手した黒門・太鼓門の補強内容

等の検討。また、それを踏まえた耐震対策基本計画の策定、耐震工事の実施 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・史跡松本城整備研究会等での補強内容等の検討、耐震対策基本計画の策定 

 ア 事業成果 

  黒門・太鼓門の建造物利用に影響が生じないような補強内容等を検討し、基本設計を行いまし

た。また、太鼓門の耐震補強にあたっては、国庫補助の対象となるよう調整・協議を行いました。 

イ 課題と方向性 

  大地震動時の被害が大きい太鼓門は、国庫補助の活用が可能（補助率：５０％）なことから、

令和４年度の工事着手を目指し、先行して実施設計・工事に着手します。黒門は、天守耐震対策

工事の実施時期との調整が課題となることから、太鼓門耐震工事完了後、来城者等に不都合が生

じないよう留意しながら事業を進めます。 

⑷ 堀浄化対策事業（継続） 
  松本城堀（内堀、外堀、総堀）の堆積物除去（浚渫）工事の実施 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・堀浚渫基本計画策定のための堀総合調査及び松本城の堀に適した浚渫工法確認のための実証実

験の実施、堀清掃業務や薬剤（酸化マグネシウム）の散布等、日常的な堀浄化業務の継続実施 

 ア 事業成果 

  松本城の堀に適した浚渫工法確認のため、３工法・約９００㎡の実証実験を行いました。また、

堀総合調査により、堀水の水質、水量等の基礎データを得ました。 

イ 課題と方向性 

  全面的な堀浚渫の実施にあたっては、「遺構に影響を与えない」「観光客や周辺住民へ十分配慮

する」等の課題があることから、実証実験及び堀総合調査の結果を基に、全面的な堀浚渫と浚渫

工事後の堀維持管理に向けた基本計画を策定したうえで、令和５年度から国庫補助（補助率： 

５０％）を活用した全面的な浚渫工事を行います。 

⑸ 松本城南・西外堀復元事業（継続） 
  「史跡松本城およびその周辺整備計画」及び「松本城歴史的風致維持向上計画」に基づき、国庫

補助（補助率：最大８０％）を取り込みながら内環状北線整備事業と併せた南・西外堀の一体的な

復元 

  ＜具体的な進め方等＞ 

・用地買収、家屋補償等の実施、南・西外堀の範囲と形状を確認するための試掘（発掘調査）、

公費による処理費用が発生しない手法の調査、研究 

 ア 事業成果 

  9,283.26 ㎡の事業用地に対し、6,195.09 ㎡を取得し、全体の取得率は 66.7％に達しました。 

「世界水準の観光エリア」整備に向けた新たな部署（お城まちなみ創造本部）が創設され、

その中で外堀復元の調査・研究体制の強化を図ることとしました。 

イ 課題と方向性 

  現在の事業方針である「平面整備」から、「水をたたえた堀復元」への転換に向け、まずは用 

地取得完了を目指します。また、史跡整備のために幕末維新期時の堀の状態を把握する必要が

あることから、堀の範囲、形状を把握するための試掘（発掘調査）を実施します。併せて、取

組状況・成果を市議会や市民等に周知・報告し、意見を伺います。 

  なお、令和３年度以降は、松本城南・西外堀復元事業を主管するお城まちなみ創造本部と協 

力して事業を進めることとします。 

 



 

Ⅸ 美術館（令和３年度から文化観光部に組織改編） 
 

１ 美術館の概要 
 美術館が目指す４つの場「鑑賞の場、表現の場、学習の場、交流の場」の提供を事業の柱に据え、

展覧会や教育普及事業等を実施し、芸術文化の振興と文化の薫り高い市民生活の充実を目指します。 

 

２ 美術館の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ｂ 

・鑑賞面では展覧会事業を開催し、ミュシャ展は 4 万人超の来場者、

また、常設展示も無料開館により多くの来館者がありました。 

・学習面では教育普及事業として高校生講座や未就学児プログラム

を開催し、美術のすそ野を広げる取組みを行いました。 

・検温実施や来館者導線の明確化などの感染症対策を講じ、安心安全

な館運営に取り組みました。 

・夏の正倉院展の開催延期など、新型コロナウイルス感染症拡大の影

響により未実施の事業がありましたが、総合的にＢ評価としまし

た。 

社会情勢への 

対応 

新型コロナウイルス感染症拡大防止及び来館者サービス向上の取組みとして、動

画配信による展示紹介を実施するとともに、指定管理者と協議し、ミュージアム 

ショップでの支払方法として、従来からのクレジットカード決済に加え、２月から

ＱＲコードによるキャッシュレス決済を導入しました。 

事務事業の 

効率化 

キャッシュレス決済の導入により会計時の混雑が緩和でき、更に、釣

銭の受渡しミスなどの人為的なトラブルも防止でき、職員の業務負担の

軽減につながりました。 

 

３ 令和２年度における重点目標の成果と課題 

⑴  多くの人の心に届く展覧会事業の開催（継続） 
  国内外の優れた美術作品を紹介する企画展の開催及び草間彌生作品の拡大展示による来館者サー

ビスの向上 
   ＜具体的な進め方等＞ 

・「柚木沙弥郎のいま」等の企画展及び草間彌生作品の拡大特別展示の開催 

・デジタルサイネージを活用した館内案内の明確な表示及び外国語対応スタッフ（英語・中 

国語・韓国語）の拡充による多言語対応の向上 

・草間彌生専用パンフレットを活用したＰＲ強化 

・取材等の積極的な受入れによる国内からの集客と合わせたインバウンドの強化 

ア 事業成果 

(ｱ) コロナ禍の中、「正倉院展」は開催中止となりましたが、そのほかの企画展では感染症対策を

講じたうえで、「柚木沙弥郎展」は会期を変更して開催し、６，８４０人が来場、「みんなの

ミュシャ展」は予定通りの会期で開催し、４０，２８０人が来場しました。また、改修工事

による長期休館前の come to matsumoto キャンペーン（３月実施）では、県内外から 

１７，６００人（Ｈ３１年同月比８０％増）を超える来館者があり、多くの市民が草間彌生

作品をはじめとする芸術に触れる機会となりました。 

 (ｲ) 往来自粛の関係等から柚木展や草間展示でＳＮＳ等による展示紹介を行いました。 

イ 課題と方向性 

(ｱ) 令和３年度の大規模改修後、４年度のリニューアルオープンが開館２０周年にあたり、マスコ

ミ等外部との積極的な連携も視野に節目の年に相応しい魅力ある記念展を企画します。 

(ｲ) 草間氏本人、草間スタジオ、草間彌生記念芸術財団との連携による円滑な顕彰活動を継続する

とともに、引き続き展示スペースを拡大し「草間生誕の地・松本」を国内外に発信します。 

 

 



 

⑵ 未来の学都を支える子ども育成事業の推進（継続） 
   学校と連携した美術教育の充実及び美術のすそ野を広げるプログラムの実施 
  ＜具体的な進め方等＞ 

・アートカード、鑑賞ノート（鑑賞教育教材）を活用した学校連携の推進 

・未就学児向けの親子プログラムや教職員と連携した高校生対象の講座の開催 

・アカデミア館における子ども向けプログラムの実施 

（ア 事業成果 

(ｱ) アートカードは５回３７セットの貸出を行い、カードゲームとして楽しみながら美術館収蔵品

に親しんでもらうきかっけとし て好評を得ています。一方で鑑賞ノート（書込式）は、令和元

年度から１，０００部弱を配布しましたが、短時間の学校見学では使いづらいという指摘を受け、

改良の検討を進めました。 

(ｲ) 未就学児向けプログラム「はじめてのびじゅつかんさんぽ」と高校生講座は感染症対策を

講じながら実施し、「また参加したい」「貴重な体験ができた」等、再び美術館へ足を運んで

もらうきっかけづくりとすることができました。 

(ｳ) アカデミア館では、子どもが参加できるワークショップ（３事業４回実施、延べ１９５人

参加）を新たに開催しました。 

※ 教育普及事業の実績 

  ・美術館：１７事業のうち、７事業は実施（延べ１９０人参加）、１０事業は中止・延期 

  ・アカデミア館：８事業のうち、６事業は実施（延べ２５２人参加）、２事業は中止 

イ 課題と方向性 

(ｱ) 現行の鑑賞ノート（書込式）に替わる使いやすい鑑賞用教材の試作を進め、小中学生等青少年

の鑑賞学習の手助けとなるよう取り組みます。 

(ｲ)  プログラムの継続や見直しを検討し、各世代がより美術に親しむきっかけとなる事業の実施 

に取り組みます。 

(ｳ) 令和３年度改修工事による休館に伴い、公民館等と連携した出前講座の拡充に取り組みます。

⑶ 美術館大規模改修事業（継続） 
  実施設計の開始 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・令和２年度：実施設計、３年度：改修工事(全館休館)、４年度：リニューアルオープン 

ア 事業成果 

  ９月に実施設計完了、９月補正予算に改修事業費計上、１２月入札、２月定例会で工事契

約を議決し、予定どおり令和３年４月から着工できるよう計画的に進めることができました。

イ 課題と方向性 

  作品や来館者にとって整った展示環境のもとにリニューアルオープンができるよう工事関係者 

と連絡調整を密に行い、設計書の内容に遺漏のないよう計画的な工事を進めます。 

 なお休館中の３年度は、松本まちなかアートプロジェクトの一環として、松本パルコでの館外特

別展示を開催します。 

⑷ 危機管理体制の強化（継続） 
  感染症等新たなリスクが発生した際の対策及び対応力の向上 
  ＜具体的な進め方等＞ 

・市、指定管理者、委託業者及びレストランとの情報共有体制の強化 

・受付窓口へのアクリルボードの設置等の対策の検討 

 ア 事業成果 

  受付窓口へのアクリルボード設置をはじめ、来館者へのマスク着用、検温、来館者カード記入の

協力依頼、混雑時の入場制限など、関係者と連携して、感染症対策に取り組みました。 

イ 課題と方向性 

  来年４月の再オープンに向け、来館者が安心して美術鑑賞できるよう、感染状況に応じた対策 

を実施します。 

 



 

Ⅹ 博物館 
 

１ 博物館の概要 
博物館は、市域の歴史、民俗、産業、自然等の資料を収集保管し、市民の学習に供することに

より松本市の発展に寄与することを目的とする社会教育機関です。平成１２年に策定した「松本

まるごと博物館構想」の理念のもと、市民が気軽に学習に利用できる環境を整えるため、新博物

館の建設を進めるとともに、展覧会や講座等の事業により松本について学ぶ機会を提供し、学び

の成果を地域の発展に活かす取組みを市民の皆さんとともに進めていきます。 

 

２ 博物館の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ｂ 

基幹博物館の建築工事及び博物館の資料整理は計画通り進捗

し、市民の博物館に対する期待が高まっています。また、国宝旧開

智学校校舎の適切な保存活用もおおむね順調に進んでいます。 

２回目の博物館まつりは、企画運営を実行委員会形式に移行し、

多くの課題は見出されたものの、市民による自主的な活動という

面では大きな進展となりました。また、館内研修や博物館のあり

方検討などにより、職員の意識にも変化が見られ、市民の学びを

サポートするという基本的な活動は身に付きつつあります。 

 

３ 令和２年度における重点目標の成果と課題 
⑴ 基幹博物館整備事業（継続） 

  令和２年３月の工事請負契約締結 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・令和４年５月の竣工に向けた建築工事の進行管理 

  ・令和２年１０月の展示製作業務の着手に向けた発注作業 

  ・直営（学芸業務）・指定管理者（管理運営業務）混合による運営スキームを基にした開館後の

運営方法の検討 

 ア 事業成果 

(ｱ) 建築工事起工後直ぐに緊急事態宣言発出による工事の一時中止処置を行いましたが、主体工

事においては予定出来高（１０％）を超えて進捗することができました。 

(ｲ) 展示製作業務の受注者を決定し、準備工に着手しました。 

イ 課題と方向性 

  直営・指定管理者混合による運営スキームを軸とした管理運営について方針決定を図るととも

に、基本事項となる休館日、開館時間及び観覧料等の検討を進め、必要な条例改正を行います。 

⑵ 博物館資料の収集・保管・活用方針に沿った資料整理の実施（継続） 
  博物館資料の収集・保管・活用方針としての資料取扱内規の制定、整理の実施、合併地区資料

の保管のあり方の検討 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・本館における移転に向けた簡易な整理の実施及び合併地区における資料の分別及び収蔵場所

への移動 

  ・新博物館の収蔵庫に収納しない資料の収蔵場所確保に係る実施計画での検討 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 約５３％（６万７千点）の資料登録を終了し、ホームページに掲載したことで、利用者の利便

性向上につながりました。 

 (ｲ) 庁内協議を経て、新博物館以外の資料の収蔵場所として旧錦部小学校を確保しました。 

イ 課題と方向性 

  収蔵スペースには限りがあるため、資料精査により適切な保管場所を選別しつつ資料整理を進

めるとともに、引き続き収納場所の確保を検討します。 



 

⑶ 国宝旧開智学校校舎保存活用事業（継続） 
  保存活用計画の策定、校舎の耐震対策事業の実施、校舎周辺整備の課題についての庁内検討 

  ＜具体的な進め方等＞ 

・保存活用計画の年度末の策定、校舎の耐震工事に係る実施設計の着手 

・公共交通の活用及び展示収蔵庫棟の新設等に関する校舎周辺整備の課題の整理 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 保存活用計画の策定は組織改正後に見送ることとし、文化庁から指導のあった防災計画のみ

先行して実施しました。また、耐震対策工事は実施設計を完了し、工事発注事務を行いました。 

 (ｲ) 校舎周辺整備について関係課と協議して課題を整理しました。 

イ 課題と方向性 

 (ｱ) 先行して実施した防災計画に基づき、令和４年度中の防災設備更新着手を目指します。保存活

用計画は、令和３年度中に策定します。 

 (ｲ) 保存活用計画の対象とならない課題は、別途検討の場を設けるよう調整します。 

⑷ 歴史文化基本構想の実現（継続） 
  市民の博物館活動の推進、歴史文化に根差したまちづくりへの貢献 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・市民学芸員養成講座による市民の博物館活動の推進 

  ・博物館まつりでの市民の博物館活動等の成果発表の場の創設 

  ・中信地方の博物館との連携（藩領ミュージアム）の強化 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 市民学芸員養成講座の第９期を開講し、８名が受講し、うち５名が修了しました。 

 (ｲ) 博物館まつりはコロナ禍の影響により実施時期が３月に変更になりましたが、企画運営を実

行委員会形式に移行し、友の会、ボランティア・エムの会、市民学芸員の皆さんによる活動報告

やイベントなど、市民の皆さんの主体的な取組みにより開催することができました。 

（延べ７２０人来場） 

 (ｳ) 藩領ミュージアムはコロナ禍により実施を見送りました。 

イ 課題と方向性 

  新博物館が開館するまでは本館が休館となるため、市民の活動拠点を分館に移し、市民が学べる

場所を確保しながら事業を展開します。 

⑸ 博物館施設の管理運営のあり方（継続） 
  博物館等の施設のあり方及び維持や管理運営の手法の検討、学芸員の計画的な採用と人材育成

の仕組みづくりの継続検討 

  ＜具体的な進め方等＞ 

  ・博物館施設及び文化財施設の性格を精査し、組織のあり方を検討 

・指定管理者制度の導入可能な施設における関係者との協議の継続 

・学芸員等専門職員の計画的な採用の検討、研修強化、育成 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 博物館と文化財課及び松本城管理事務所の城郭整備担当と、課内で検討した結果（文化財保護

法と博物館法という法体系に沿った効率的な運営など）を共有しました。 

(ｲ) 館内での学芸員研修の実施により、学芸員の意識向上に努めました。 

(ｳ) 学芸員及び建築士の配置の必要性について関係課で検討しました。 

イ 課題と方向性 

(ｱ) 博物館と関連する部署とともに、行革見直し検討において運営を見据えた組織のあり方につ

いて検討します。 

(ｲ)  学芸員の育成には時間を要するため、研修を継続し、職員のさらなる意識改革を進めます。 

(ｳ)  専門職の採用及び育成についても、関係部署と実施に向けて検討を進めます。 
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いじめ・体罰等の実態調査 【２・３月分】の結果について 
 

 

１ 趣旨 

２カ月に一度、市内全小中学校で実施している、「いじめ・体罰等の実態調査」 

について、２・３月分の集計結果を報告するものです。 
 

２ 調査方法 

  児童生徒一人ひとりへのアンケートや聞き取りによる 
 

３ 調査結果の概要 

⑴ いじめ・体罰等を認知した学校・認知件数 
※小計の下段（  ）内は、令和元年度同時期調査数 

（令和2年3月2日から臨時休業で例年と登校日数が異なる。） 

区分 
①学校総数 
（単位:校） 

②認知した 

学校数 
（単位:校） 

③認知してい 

ない学校数 
（単位:校） 

④認知件数 
（単位：件） 

⑤１校当たり 
（単位：件） 

小学校 ２９ 
１９ １０ ７１ 2.4 
（11） （18） （34） （1.2） 

中学校 ２１ 
  ９ １２ ２５ 1.2 
（4） （17） （7） （0.3） 

計 ５０ 
２８ ２２ ９６ 1.9 
（15） （35） （41） （0.8） 

 

 ⑵ いじめ・体罰等の事案区分     ⑶ いじめ・体罰等の発生区分 

区分 いじめ 体罰等 計  区分 新規  再発 計 

小学校  ７１ ０   ７１ 小学校  ４８ ２３  ７１ 

中学校  ２５ ０  ２５ 中学校  ２４  １  ２５ 

計   ９６ ０   ９６ 計   ７２ ２４   ９６ 
 

 ⑷ いじめの現在の状況（令和２年４月以降累計） 

区分 
解消している 

（日常的に観察継続中） 

解消に向けて 

取組中 
その他（転居等） 計 

小学校 ２８５ ２３６ ０ ５２１ 

中学校 １５９ １０５ １ ２６５ 

計 ４４４ ３４１ １ ７８６ 
 

⑸ いじめの認知件数の学年別,男女別内訳※小計の下段( )内は令和元年度同時期調査数 

区 分 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 計 

小学校 

男子 ６  １  ５ １２  ８ １１  ４３ 

女子 ０  １ １０   ６  ４  ７  ２８ 

小計 
６   ２ １５ １８ １２ １８   ７１ 

（４） （１）  （５） （９） （10） （５） （34） 
 

区 分 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 計 

中学校 

男子  ８  １ ０     ９ 

女子  ９  ４ ３    １６ 

小計 
１７  ５ ３    ２５ 

（３） （４） （０）    （７） 



⑹ いじめの態様 ※１件中に、複数の内容を含んでいる場合があります。 

区   分 小学校 中学校 計 

① 冷やかしやからかい，悪口や嫌なことを言われる。  ４１ １７  ５８ 

② 仲間はずれ，集団による無視をされる。    ８  ７  １５ 

③ 軽くぶつかられたり，遊ぶふりをして叩かれたり，蹴られたりする。  １４   １  １５ 

④ ひどくぶつかられたり，叩かれたり，蹴られたりする。   ７  ０   ７ 

⑤ 金品をたかられる。    ２  ０   ２ 

⑥ 物を隠されたり，盗まれたり，壊されたり，捨てられたりする。   ４  ０   ４ 

⑦ 嫌なことや恥ずかしいこと，危険なことをされたり，させられたりする。    ７  １   ８ 

⑧ パソコンや携帯電話等で，誹謗中傷や嫌なことをされる。   １  ４   ５ 

⑨ その他    ６  ２    ８ 

計  ９０ ３２ １２２ 
 

４ 傾向 

 ⑴ 「いじめを認知した学校数」や「いじめの認知件数」については、令和２年３月２

日から臨時休業となったため、参考値として掲載しています。 

⑵ 体罰に関する事案報告はありませんでした。 

 ⑶ いじめの現在の状況「その他」の１件は、卒業した生徒です。 

 ⑷ 令和２年４月以降に発生したいじめに関する事案７８６件に対して、４４４件が解

消され、解消率はおよそ５７％でした。 

⑸ 学年別の小学校における件数では、１，２年生が少なく、３年生以上で多い状況で、

中学校では、特に１年生で多い状況でした。 

 ⑹ いじめの内容では、「冷やかしやからかい、悪口や嫌なことを言われる」が最も多く、

全体の約半数を占めています。「金品をたかられる」項目で報告があった小学校におけ

る事案は、「オンラインゲームのアイテムをねだられる」という報告でした。また、「パ

ソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる」項目では「突然ＳＮＳのグル

ープからはずされた」、「ＳＮＳに悪口を書き込まれた」、「ＳＮＳ上でのやりとりをス

クリーンショットで他人に拡散された」ことが報告されました。 

⑺ 「その他」では、自分の持ち物を傷められる事案、加害者が特定できていない事案が

報告されています。 
 

５ 今後の対応 

新型コロナウイルス感染症に起因する臨時休業措置や感染対策をしながらの学校生活

の中で、各校においてはいじめに関するアンケートや児童・生徒との面談機会、生活指導

が大切に位置づけられたことが報告にも記載されています。 

しかし、各校の生徒指導･生活指導担当教員の参集会議が２回のみと、周知の機会が少

なく、いじめの認知数にも学校間で差がありました。 

令和３年度はいじめアンケートの工夫を進めながら、早い段階で察知し、チームとし

て対応する流れや姿勢づくりを行っていくよう、各校への働きかけを強化していきます。 

一人ひとりが あたりまえのことをこつこつと続けて かけがえのないいのち 生きいきとかがやくように… 

●わたしは  こころをみがき、からだを使おう 
●あなたに  あいさつをしよう 
●このまちを きれいにしよう 

 

担当  
学校教育課  課 長 塚田 雅宏 
学校支援ｾﾝﾀｰ ｾﾝﾀｰ長 髙野  毅 
電話 ３３－４３９７ 



  

 

 

 

報告第 ５ 号 

不登校児童生徒の状況について 

 

１ 趣旨 

  市内全小中学校で毎月実施している「不登校等長期欠席児童生徒に関わる実態調査」

について、令和２年度の不登校児童生徒の状況について報告するとともに、不登校支援

アドバイザーの活動や中間教室の状況について併せて報告するものです。 

 

２ 児童生徒の欠席状況 

  累計３０日以上欠席数（不登校）   

 

・月半数以上欠席している児童生徒及び累計 30 日以上欠席している児童生徒の状況（人） 

 年 度 項 目 
４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

10 

月 

11 

月 

12 

月 

１ 

月 

２ 

月 

３

月 

小
学
校 

令和 
２ 
年度 

月半数以上欠席数 (86) (99) 109 115 130 125 147 168 160 166 170 163 

（内月全欠児童数） (59) (55) 38 49 68 58 48 70 80 83 73 62 

累計 30日以上欠席数（不登校） 0 0 0 40 61 85 116 143 157 167 184 193 

令和 
元 

年度 

月半数以上欠席数 74 87 103 110 126 107 119 126 133 144 139 137 

（内月全欠児童数） 22 25 28 49 65 47 52 51 61 61 58 53 

累計 30 日以上欠席数（不登校） 0 16 26 35 37 45 126 131 153 179 186 185 

中
学
校 

令和 
２ 
年度 

月半数以上欠席数 (86) (123) 134 142 155 160 172 179 185 209 212 196 

（内月全欠生徒数） (63) (72) 48 53 65 50 55 75 59 77 72 53 

累計 30日以上欠席数（不登校） 0 0 23 84 105 129 150 177 192 214 219 227 

令和 
元 

年度 

月半数以上欠席数 96 114 126 133 142 151 165 182 179 206 207 206 

（内月全欠生徒数） 27 41 51 48 76 46 55 59 48 63 67 64 

累計 30 日以上欠席数（不登校） 0 45 90 118 122 155 184 205 224 240 252 251 

 ※令和２年度４月の登校３日、５月の分散登校６日と、例年と登校日数が大きく異なるため、（ ）内に数値を掲載  
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３ 令和２年度学校指導課不登校支援アドバイザーの学校訪問支援の状況（年度間） 

⑴ 学校訪問回数（回） 

 小学校 中学校 計 

令和２年度 １０８ ８３ １９１ 

令和元年度 ８７ ２１１ ２９８ 

⑵ 訪問形態（回） 

 
面談 

児童・生徒観察 
（授業参観） 

支援会議 

あるぷ連絡協議会 
家庭訪問 

中間教室 

はぐルッポ等 訪問 

令和２年度 ２３４ ４２０ ６７ ２３ ２０ 

令和元年度 ３０９ ５６５ ６４ ２４ ２０ 

⑶ 面談相手（回） 

 校長 教頭 
生徒指導不登

校支援等担当 児童生徒 保護者 養護教諭 学級担任 

令和２年度 １６５ ３０７ １４２ ４６ １０１ ７８ ９９ 

令和元年度 １８１ ３３４ １２０ １８４ ７３ ８８ １１１ 

 

４ 中間教室の状況            

⑴ 通室児童生徒の状況         

  ア 中間教室通室児童生徒数の過去 10 年間の推移（人） ※復帰には一部復帰も含む 

年度 
平成

23 年度 

平成

24 年度 

平成

25 年度 

平成

26 年度 

平成

27 年度 

平成

28 年度 

平成

29 年度 

平成

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

児童 １５ １３ １２  ７ １２ １１  ６ １７ ２１ ３３ 

生徒 ５４ ４８ ４３ ４８ ４６ ３９ ４７ ５３ ３７ ２９ 

全体 ６９ ６１ ５５ ５５ ５８ ５０ ５３ ７０ ５８ ６２ 

復帰 １３ ２９ ３８ ３３ ２６ １８ ２３ ３８ １９ ４５ 
   

イ 在籍児童生徒数（人）※入室届の提出なく利用がある場合も含む 

 山辺中間教室 鎌田中間教室 あかり教室 計 

令和 

元年度 
令和 

２年度 
令和 

元年度 
令和 

２年度 
令和 

元年度 
令和 

２年度 
令和 

元年度 
令和 

２年度 

児童数 １３ ２５  １  ２  ７  ６ ２１ ３３ 

生徒数 １３  ９ １６ １４  ８  ６ ３７ ２９ 

計 ２６  ３４ １７ １６ １５ １２ ５８ ６２ 
 

⑵ 保護者や学校との連絡相談の現状（回） 

 山辺中間教室 鎌田中間教室 あかり教室 計 

面接相談  １５５ ５１２ ５８４ １２５１ 

家庭訪問      ２   ０   ７    ９ 

学校訪問   １１   １５  ２５   ５１ 

電話相談  ３８３ １９８ ３３０ ９１１ 

関係諸機関連絡等   ６２ １９４ ２７２ ５２８ 

 



  

５ 傾向 

⑴ 年度間における月半数以上欠席した児童生徒数と全欠児童生徒数には、不登校以外

に、病気欠席や民間施設への登校、新型コロナによる海外との移動制限等の理由によ

る欠席も含まれています。小中学校ともに、３月末において月半数以上欠席している

児童生徒数は、年度当初の４月の数と比較し、およそ２倍となっています。 

⑵ ３月末において、不登校で累計３０日以上欠席した児童生徒数は、小学校では前年

度比８名増の１９３名、中学校では前年度比２４名減の２２７名でした。 

⑶ 昨年度における中間教室の入室状況は、小学生は前年度比１２名増の３３名、中学

生は８名減の２９名で、計４名増の６２名でした。そのうち、学校への復帰数（一部

復帰も含む）は、前年度比２６名増の４５名でした。年度ごとに在籍数に変動はある

ものの、５０～７０人程度の児童生徒が利用し、社会的な自立に向けて努力していま

す。 

 

６ 今後の対応 

⑴ 不登校支援アドバイザーと指導主事による学校訪問において学校長、教頭、支援に 

携わる教職員との面談や自立支援教員報告会、中間教室連絡会から、不登校児童生徒 

の状況について情報を共有し、今後の方向について検討、助言してきました。今後も 

中間教室や、こども部で運営している「はぐルッポ」への通室に関わる働きかけとと 

もに、県スクールカウンセラーの活用、県ＳＳＷによる訪問支援、医療機関との連携 

を図った「元気Ｕｐ教育相談」の活用等、子どもの様々な状況に応じた迅速な対応に 

努めていきます。 

⑵ 不登校支援アドバイザーが「はぐルッポ」や児童センター、「フリースペース十色」 

を訪問し、学校外で活動している不登校の子どもたちとの交流を図ったり、その子ど  

もの背景を知ったりする機会を積極的に持つよう努めることで、より具体的な助言や 

支援の手掛かりに役立てていきます。 

 ⑶ 中間教室に入室している児童生徒や不登校傾向の児童生徒に向けて、松本山雅ＦＣ  

の協力を得て開催している「元気Ｕｐサッカー教室」をＰＲし参加を促していきます。 

 ⑷ 家庭環境の対応も含めて、他課との連携を引き続き行いながら不登校支援にあたっ

ていきます。特に、「あるぷキッズ」所属の「発達障害児サポートコーディネーター」

と連携し、家居の過年度生宅の訪問や、家に引きこもりがちで中間教室に入室するこ

とも難しく家居になりそうな中学生・保護者に卒業後も支援が途切れないよう働きか

けを継続します。また、障がい者総合支援センター「新保人間塾」の「発達障がいサ

ポートマネージャー」とも連携し、居場所支援として「ほっとスペース」の活用を進

めていきます。さらに、発達障害（疑い）の児童生徒については、特別支援学校の相

談員や「あるぷキッズ」のスタッフと保護者をつなげ、子どもへの接し方を保護者に

学んでいただく（ペアレントトレーニング）等、児童生徒の状況に合った機関への働

きかけをしていきます。 

 ⑸ 昨年度は、新型コロナウイルス感染症への恐怖から引きこもっている児童生徒に対

して、Ｚｏｏｍ等を用いて面談の機会を確保している事例があり、より多くの学校で

積極的に活用されるよう、その良さを広めていきます。 



  

 ⑹ 特に小学校において不登校児童が増加している状況から、自立支援教員の研修会、

特別支援教育支援員等を含めた市費教員研修会を行うことにより、様々な児童生徒へ

の対応や取組みについて学ぶとともに、悩みや今後の見通しについて共有し、個々の

スキルアップを図っていきます。 

 ⑺ 不登校児童生徒を支援する民間施設及び、ＩＣＴ等を活用した学習活動を行う民間

業者についてのガイドラインに沿って、不登校児童生徒の学校出席の扱いや学習状況

の評価が適切に行われるよう、ガイドラインを周知し、学校や児童生徒・保護者を支

援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 

学校教育課   課  長 塚田 雅宏  

学校支援ｾﾝﾀｰ ｾﾝﾀｰ長 髙野  毅 

電話 ３３－４３９７ 



 

 

報告第 ６ 号 

 

令和３年度の学級編制等について 

 

１ 趣旨 

市立小中学校の今年度の学級編制の内容等について報告するものです。 

 

２ 学級編制について 

市立学校の設置数は、小学校２８校で分校２校(あさひ分校、美ヶ原分校)及び分

室１室（松原分室）、中学校１９校で分校３校（桐分校、あさひ分校、松原分校）

となっています。 

学級編制状況の詳細は別紙１のとおりです。 

⑴ 児童生徒数及び学級数 

区 分 令和３年度 令和２年度 増 減 

小学校 
児童数 (人) １１，９５０ １２，１３６ △１８６ 

学級数 (ｸﾗｽ) ５２６ ５２３ ３ 

中学校 
生徒数 (人) ５，８７０ ５，８８９ △１９ 

学級数 (ｸﾗｽ) ２５５ ２４６ ９ 

⑵ 国基準と県基準との比較 

ア 国基準 

「公立義務諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法律」第３条第

２項により、小・中学校ともに１学級４０人、小学１年生と２年生は３５人と

定められています。 

イ 県基準 

県は独自に、国を上回る基準を定めており、平成１８年度から小学６年生ま

でを３５人、平成２５年度から中学３年生まで拡大し、全ての学年を１学級 

３５人としています。 

ウ 比較 

国基準で学級編成をした場合と比べると、小学校では２８学級、中学校では

２５学級多い状態となっています。内訳は次のとおりです。 

（単位：クラス数） 

学 年 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 

小学校   ２ ６ １０ １０ ２８ 

中学校 ７ ９ ９    ２５ 
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３．４．２２ 

学校教育課 

担当  
学校教育課  課 長 塚田 雅宏 
学校支援ｾﾝﾀｰ ｾﾝﾀｰ長 髙野 毅 
電話 ３３－４３９７ 



4月6日現在 　　別紙１

令和３年度  学　級　編　成
 　１　年  　２　年  　３　年 　 ４　年  　５　年 　 ６　年 通常学級　計  知的障害  情緒障害  病 虚 弱  難  聴 他

　学 児 　学 児 　学 児 学 　児 学 　児 学 　児 学 　児 学 　児 学 　児 学 児 学 児 学 児 学 児 学 児 学 　児
学校名 童 童 童 　童 　童 　童 　童 　童 　童 童 童 童 童 童 　童

　級 生 　級 生 　級 生 級 　生 級 　生 級 　生 級 　生 級 　生 級 　生 級 生 級 生 級 生 級 生 級 生 級 　生
徒 徒 徒 　徒 　徒 　徒 　徒 　徒 　徒 徒 徒 徒 徒 徒 　徒

　数 数 　数 数 　数 数 数 　数 数 　数 数 　数 数 　数 数 　数 数 　数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 　数
総　計 523 12,136 526 11,950 3 -186  64 1,818 64 1,815 66 1,852 70 1,928 69 1,848 73 1,962 406 11,223  42 227 76 497 1 2 1 1 120 727

1 開　智 22 598 22 594 0 -4 3 96 3 93 3 94 3 98 3 88 4 107 19 576 1 5 2 13 0 0 0 0 3 18
2 源　池 16 272 14 250 -2 -22 1 30 2 44 2 42 2 40 1 35 2 41 10 232 1 4 2 13 0 0 1 1 4 18
3 筑　摩 16 370 15 355 -1 -15 2 62 2 59 2 48 2 52 2 57 2 65 12 343 1 2 2 10 0 0 0 0 3 12
4 旭　町 18 380 19 381 1 1 2 54 2 55 2 52 2 58 2 55 2 66 12 340 3 18 3 21 1 2 0 0 7 41

小 5 田　川 17 291 16 276 -1 -15 2 41 1 35 2 44 2 44 2 40 2 45 11 249 2 10 3 17 0 0 0 0 5 27
6 鎌　田 33 898 34 909 1 11 4 137 5 146 4 130 5 150 5 146 5 160 28 869 2 11 4 29 0 0 0 0 6 40
7 清　水 23 584 24 582 1 -2 3 99 3 85 3 99 3 101 3 78 3 83 18 545 2 10 4 27 0 0 0 0 6 37
8 島　内 28 755 29 782 1 27 4 123 4 117 4 131 5 149 4 118 4 116 25 754 1 5 3 23 0 0 0 0 4 28
9 中　山 8 102 8 101 0 -1 1 16 1 15 1 12 1 18 1 15 1 18 6 94 1 4 1 3 0 0 0 0 2 7

10 島　立 16 318 16 320 0 2 2 48 2 45 2 51 2 50 2 56 2 50 12 300 1 3 3 17 0 0 0 0 4 20
学 11 芝　沢 18 445 18 421 0 -24 2 62 2 56 2 67 2 65 3 78 2 63 13 391 1 4 4 26 0 0 0 0 5 30

12 菅　野 24 628 23 591 -1 -37 3 89 3 95 3 89 3 92 3 102 3 91 18 558 2 13 3 20 0 0 0 0 5 33
13 芳　川 31 767 31 756 0 -11 3 105 5 143 4 107 4 123 4 121 4 114 24 713 3 17 4 26 0 0 0 0 7 43
14 寿 29 715 28 693 -1 -22 4 109 3 102 3 102 4 112 4 118 4 110 22 653 2 12 4 28 0 0 0 0 6 40
15 岡　田 15 357 16 369 1 12 2 62 2 60 2 60 2 63 2 36 2 62 12 343 1 6 3 20 0 0 0 0 4 26

あさひ分校 2 12 2 10 0 -2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 10 0 0 0 0 2 10
校 16 山　辺 23 592 23 591 0 -1 3 96 3 101 3 93 3 80 3 92 3 91 18 553 1 7 4 31 0 0 0 0 5 38

17 今　井 8 144 8 143 0 -1 1 24 1 19 1 23 1 16 1 30 1 28 6 140 1 1 1 2 0 0 0 0 2 3
18 開　明 28 641 27 617 -1 -24 3 91 3 91 3 86 4 110 3 80 4 109 20 567 3 22 4 28 0 0 0 0 7 50
19 明　善 19 431 19 418 0 -13 2 58 2 67 2 59 2 62 3 73 2 59 13 378 2 15 4 25 0 0 0 0 6 40

　 20 本　郷 16 316 16 346 0 30 2 60 2 48 2 63 2 57 2 42 2 54 12 324 1 3 3 19 0 0 0 0 4 22
21 二　子 15 262 14 236 -1 -26 1 30 1 29 2 38 2 41 2 38 2 39 10 215 2 9 2 12 0 0 0 0 4 21
22 並　柳 15 363 15 337 0 -26 2 49 2 45 2 66 2 50 2 56 2 57 12 323 1 4 2 10 0 0 0 0 3 14
23 四　賀 8 119 8 130 0 11 1 25 1 18 1 19 1 25 1 17 1 20 6 124 1 1 1 5 0 0 0 0 2 6
24 安　曇 4 20 6 20 2 0 1 5 1 2 1 1 1 4 1 6 1 2 6 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
25 大野川 4 22 6 23 2 1 1 3 1 5 1 5 1 1 1 3 1 6 6 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
26 奈　川 3 17 5 14 2 -3 1 2 0 0 1 5 1 1 1 3 1 3 5 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
27 梓　川 31 846 31 823 0 -23 4 115 3 106 4 138 4 133 4 128 5 153 24 773 3 18 4 32 0 0 0 0 7 50

波　田 32 869 32 861 0 -8 4 127 4 134 4 128 4 133 4 137 5 149 25 808 3 23 4 30 0 0 0 0 7 53
松原分室 1 2 1 1 0 -1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
小　計 33 871 33 862 0 -9 4 127 4 134 4 128 4 133 4 137 6 150 26 809 3 23 4 30 0 0 0 0 7 53
総　計 246 5,889 255 5,870 9 -19  64 1,828 67 1,883 66 1,859 197 5,570 22 114 32 182 2 2 2 2 58 300

1 清　水 16 366 17 365 1 -1 4 112 4 116 4 116 12 344 1 6 2 13 0 0 2 2 5 21
2 鎌　田 18 480 18 462 0 -18 4 122 5 159 5 153 14 434 1 8 3 20 0 0 0 0 4 28

中 3 丸ノ内 10 238 11 226 1 -12 3 74 3 83 2 53 8 210 1 5 2 11 0 0 0 0 3 16
4 旭　町 14 325 15 328 1 3 3 103 4 109 3 103 10 315 1 1 2 10 2 2 0 0 5 13

桐 分校 1 6 1 4 0 -2 0 0 0 0 1 4 1 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
5 松　島 15 371 15 355 0 -16 4 113 4 118 4 109 12 340 1 4 2 11 0 0 0 0 3 15

学 6 高　綱 14 361 14 354 0 -7 4 117 4 115 4 111 12 343 1 6 1 5 0 0 0 0 2 11
7 菅　野 18 464 19 470 1 6 5 157 4 129 5 154 14 440 2 10 3 20 0 0 0 0 5 30
8 筑摩野 25 716 26 711 1 -5 7 217 7 242 7 218 21 677 2 14 3 20 0 0 0 0 5 34
9 山　辺 12 329 12 340 0 11 3 105 4 121 3 103 10 329 1 5 1 6 0 0 0 0 2 11

校 10 開　成 16 357 15 368 -1 11 4 132 4 109 3 105 11 346 2 9 2 13 0 0 0 0 4 22
11 女鳥羽 14 327 14 326 0 -1 3 90 4 106 4 115 11 311 1 5 2 10 0 0 0 0 3 15

あさひ分校 2 10 2 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 10 0 0 0 0 2 10
12 明　善 9 209 10 222 1 13 3 81 3 78 2 58 8 217 1 2 1 3 0 0 0 0 2 5
13 信　明 13 320 13 328 0 8 3 105 3 96 4 107 10 308 2 15 1 5 0 0 0 0 3 20
14 会　田 5 68 5 61 0 -7 1 14 1 18 1 24 3 56 1 1 1 4 0 0 0 0 2 5
15 安　曇 3 14 3 16 0 2 1 6 1 6 1 4 3 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
16 大野川 2 6 3 6 1 0 1 3 1 1 1 2 3 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
17 奈　川 2 5 3 7 1 2 1 3 1 3 1 1 3 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
18 梓　川 19 472 19 468 0 -4 5 146 5 141 5 162 15 449 2 10 2 9 0 0 0 0 4 19

波　田 16 437 17 437 1 0 4 127 4 131 5 154 13 412 2 13 2 12 0 0 0 0 4 25
松原分校 2 8 3 6 1 -2 1 1 1 2 1 3 3 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
小　計 18 445 20 443 2 -2 5 128 5 133 6 157 16 418 2 13 2 12 0 0 0 0 4 25

組合 鉢　盛 18 436 20 459 2 23 5 145 4 122 5 158 14 425 2 16 3 17 0 0 1 1 6 34

特別支援計増　 減

28

19

２.４.６現在 ３.４.６現在
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中 央 図 書 館 

報告第 ８ 号 

 

 

図書館資料特別整理期間の設定について 

 

 

１ 趣旨 

  毎年度、全図書館において実施している資料特別整理（蔵書点検）を行うため、松

本市図書館条例第４条の規定に基づき、休館日を設定することについて報告するもの

です。 

 

２ 令和３年度特別整理期間 

  裏面のとおり 

 

３ 周知方法について 

 ⑴ 「広報まつもと」５月号情報チャンネルに掲載 

⑵ 松本市図書館ホームページに掲載 

⑶ 松本市図書館フェイスブックに掲載 

⑷ 各図書館にチラシ及びカレンダーを設置 

 

４ その他 

 実施にあたっては、利用者への影響を最小限にとどめるよう図書館全体の連携を図り 

ながら対応することとし、事前の周知についても上記により行うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 中央図書館 

館長 小西 えみ 

電話 ３２－００９９ 

「学都松本へ」 

一人ひとりが あたりまえのことをこつこつと続けて かけがえのないいのち 生きいきとかがやくように

… 

●わたしは  こころをみがき、からだを使おう 
●あなたに  あいさつをしよう 
●このまちを きれいにしよう 



 

令和３年度特別整理期間  

 

図 書 館 名 特 別 整 理 期 間 日 数 

島内図書館 

空港図書館 
５月１０日（月）～ ５月１３日（木） ４日間 

鎌田図書館 

寿台図書館 

本郷図書館 

５月１７日（月）～ ５月１９日（水） ３日間 

波田図書館 ５月２４日（月）～ ５月２９日（土） ６日間 

梓川図書館 ５月３１日（月）～ ６月 ３日（木） ４日間 

南部図書館 ６月 １日（火）～ ６月 ５日（土） ５日間 

中央図書館 ６月 ７日（月）～ ６月１７日（木） １１日間 

あがたの森図書館 

中山文庫 
６月２１日（月）～ ６月２３日（水） ３日間 

※ 上記の期間は、松本市図書館条例第４条に規定する休館日（南部図書館は火曜 

 日、南部を除く各館は月曜日）を含め、各図書館を休館するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



教 育 委 員 会 資 料 
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生涯学習課・中央公民館 
周知事項 １ 
 

第２１回松本手まり時計まつりの開催について 
 

１ 趣旨 

地域文化創造や中心市街地の活性化に寄与するため、Ｍウイング前に設置

された「松本手まり時計」をシンボルとした「第２１回松本手まり時計まつ

り」を開催することについて周知するものです。 
 

２ 開催日時 

  令和３年５月２９日（土）１０時～１６時 

        ３０日（日）１０時～１６時 
 

３ 会場 

 Ｍウイング（中央公民館） 
 

４ テーマ 

「共創 ～２１年目の新たな彩り～」 
 

５ 実施主体 

  第２１回松本手まり時計まつり実行委員会（実行委員長 粂井健至） 

  〈構成団体〉 

Ｍウイング管理組合／公民館活動発表実行委員会(ステージ部門・展示部

門)／公益施設関係（第一地区地域づくりセンター、第一地区福祉ひろば、

第一地区公民館、中央保健センター、松本ヘルス・ラボ、中央公民館） 
 

６ 内容 

 ⑴ 公民館活動発表会（公民館利用団体によるステージ発表及び作品展示） 

 ⑵ 第一地区作品展 

 ⑶ 健康相談   

 ⑷ 構成団体によるステージ発表及び作品展示 
 

７ 周知方法 

 ⑴ 広報まつもと５月号及びホームページに掲載 

⑵ ＭＧプレスに掲載依頼 

⑶ 関係団体へ周知  

⑷ プレスリリースで報道機関へ周知 
 

８ 新型コロナウイルス感染症への対応について 
 ⑴ 開催にあたり、適切な感染予防対策を実施します。 

 ⑵ 感染状況等を注視し、開催の可否の判断を含めて柔軟に対応します。 

 

 

 

一人ひとりが あたりまえのことをこつこつと続けて かけがえのないいのち 生きいきとかがやくように… 

●わたしは  こころをみがき、からだを使おう 
●あなたに  あいさつをしよう 
●このまちを きれいにしよう 

担当 生涯学習課・中央公民館 
課長 高橋 伸光 
電話 ３２－１１３２ 
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博 物 館 

周知事項 ２ 

 

令和３年度博物館パスポートの配布について 

 

１ 趣旨 

市内の博物館施設の紹介と利用向上を目的に、民間類似施設の協力を得て、原則入館

無料となる博物館パスポートを配布することについて周知するものです。 

 

２ 博物館パスポートの対象施設（計２０館） 

  松本市立博物館分館（計１４館）、松本城、松本市教育文化センター（プラネタリウム）、

梓川アカデミア館、日本浮世絵博物館は無料。康花美術館、東洋計量史資料館は割引 

 

３ 博物館パスポートの種類 

⑴ 小・中学生親子パスポート（平成８年度から配布） 

  ア 児童・生徒１名と付添いの大人１名を対象 

  イ 市内小中学校全校計６８校に４月２３日から配布予定 

  ウ 有効期限 令和４年５月３１日まで 

  エ 配布予定枚数 ２２，１００枚 

 

⑵ 転入者世帯パスポート（平成１１年度から配布） 

  ア 松本市転入世帯を対象 

  イ 市民課及び２０支所・出張所にて転入手続きの際に通年配布 

  ウ 有効期限 転入時から１年間有効 

 

⑶ 松本地域４大学・松本市内専門学校新入生パスポート（松本地域４大学は平成２５ 

年度から配布。松本市内専門学校は平成２８年６月から配布。） 

ア 信州大学、松本大学、松本短期大学、松本歯科大学と松本市内の専門学校１０校 

の令和３年度新入生を対象 

イ 各大学の新入生オリエンテーション時等に配布 

ウ 有効期限 令和４年３月３１日まで 

エ 配布枚数 ３，７５０枚 

 

４ パスポート見本 

  別紙資料のとおり 

 

５ その他 

  国宝旧開智学校校舎は、耐震対策工事のため令和３年６月１日から臨時休館をする予

定です。 

 担当 博物館 
館長 木下 守 
電話 ３２－０１３３ 

「学都松本」 

学都松本へ 
松本は屋根のない博物館！松本の歩みと文化を知る。 
松本の今にふれ、未来を思う。 
――まるごと松本を知る旅のスタート地点です。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


